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調査の背景・目的

背景

 2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、需要サイドにおける省エネの更なる促進と非化石

転換を進めていくことが重要である中、特に家庭部門については、地球温暖化対策計画における

2030年排出削減目標で最も高い削減率（2013年比▲66%）が設定され、注目されている。

 家庭部門の中でも、CO2排出の約３割を占める給湯需要分野は削減ポテンシャルが高いと見込ま

れており、その脱炭素化を図る手段としてヒートポンプ給湯機への期待は大きい。

 一方、現状におけるヒートポンプ給湯機の普及は十分でなく、特に集合住宅におけるヒートポンプ

給湯機の普及率は、戸建住宅における普及率と比べても、ストックベース、フローベースいずれも

非常に低いとされている。

 また、集合住宅では設置スペースや重量などの事情により、給湯機器は一度設置されると同じタ

イプのものに交換され続け、長期にわたり固定化する「ロックイン」が生じやすい傾向にあること

から、集合住宅の耐用年数（約50年）を踏まえると、今後新築される物件では、ヒートポンプ給湯

機の採用率を大幅に向上させることが、カーボンニュートラルを実現する上で必要不可欠である。

目的

 以下の調査・分析の実施を通じて、新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機の採用拡大に向け

た必要施策をとりまとめ、今後の国・地方公共団体によるエネルギー・GX政策への反映を目指す。

❶ 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理

❷ 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

❸ 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討



4

調査概要

STEP1
新築集合住宅市場の全体像、

キープレイヤー等の整理

STEP2
新築集合住宅における

ヒートポンプ給湯機の採用に係る
課題・ニーズの 把握

STEP３
新築集合住宅における

ヒートポンプ給湯機拡大に向けた
施策案の検討

実施
内容

 新築集合住宅市場の全体像を把握する

ため、下記属性に応じたセグメント別の

供給戸数・面積シェア等について調査。

 エリア：北海道/東北/北陸/関東・・・

 所有形態：分譲/賃貸

 構造：木造/S造/RC造/SRC造

 階数：低層/中層/高層/超高層

 上記を踏まえ、注目すべきセグメントを

選定、セグメント毎にバリューチェーンの

キープレイヤーを整理。

 また、キープレイヤーの中で先進的な

（ヒートポンプ給湯機採用率が高い、ハイ

ブリッド給湯機の採用事例がある等）事

業者を抽出。

 STEP1で抽出した主要セグメント毎・

バリューチェーンのフェーズ毎に、ヒート

ポンプ給湯機採用における課題・ニー

ズについて調査。

 課題：設置スペース制約、建設・設備コスト、販

売価格の上昇等 （具体的なコスト・価格差等の

定量情報も含めて調査）

 施策ニーズ：容積率緩和、施主/施工会社向け

の補助制度等（具体的な制度の在り方等に係

る要望も含めて調査）

 また、STEP1で抽出した先進事業者に

おける取組の経緯・目的、取組を進める

上での課題、得られた効果等も調査。

 STEP2で整理した課題・施策ニーズに

照らして、国内の新築集合住宅における

ヒートポンプ給湯機の採用拡大に向けて

必要と考えられる施策について検討・と

りまとめ。

 施策検討にあたって、参考となる海外事

例があれば、必要に応じて詳細について

調査を実施。

実施
方法

 公的統計（建築着工統計等）のデータの

整理・分析

 民間調査会社による不動産業界に係る

レポートの調査、各事業者のウェブサイト

のデスクトップ調査等

 STEP1で抽出した主要セグメント毎の

キープレイヤーへのヒアリング調査
※ヒアリング対象は大手事業者を想定。

 オーナー（分譲集合住宅）

 オーナー（賃貸集合住宅）

 設計・施工会社

 STEP2のヒアリング成果のとりまとめ

 海外の各国政府・事業者等のウェブサイ

ト等の文献・デスクトップ調査

 以下の調査・分析を通じて、新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機の採用拡大に向けた必要施策やその実施

主体等について、とりまとめを行った。
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STEP1

新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理
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 STEP1では、市場全体像を統計データから概観した後、普及促進策のターゲットとなるセグメントを抽出し、

ヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握に向け、そのセグメントにおけるキープレイヤー・先行取組事

例を整理。

STEP1の全体像

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理

実施内容 アウトプットイメージとその活用方法

市場全体像
の概観整理

 新築集合住宅市場の全体像・セグメントシェアを統計情報から把握。

 公的統計（建築着工統計）等を参照。

検討対象
セグメント

の抽出

 上記全体像を踏まえ、本調査でのヒートポンプ給湯機普及促進策のター
ゲットと考えられるセグメントを特定。

 セグメント単位で全体に占める比率が大きいセグメントを抽出。

キープレイ
ヤーの特定

 抽出したセグメント毎に、企画・開発から運用に至るまでのバリュー
チェーンに存在するキープレイヤーとなる事業者を抽出。課題・ニーズを
広く収集する観点から大規模事業者を優先。

 新築集合住宅のエンドユーザーにおける属性（年齢、年収等）を整理し、
ヒートポンプ給湯機導入を志向するエンドユーザー属性に傾向がある
かを分析。

先行取組
事例の把握

 特定したキープレイヤーを含めた、ヒートポンプ給湯機orハイブリッド給
湯機普及に積極的な事業者での先行的な取組事例を把握。

1

2

3

STEP2における
ヒアリング先候補の抽出に活用

 オーナー（分譲集合住宅）

 オーナー（賃貸集合住宅）

 設計・施工会社

各セグメントにおける

バリューチェーンのキープレイヤー

ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯

機採用に積極的な事業者、先行取組

事例

4
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 本項では、日本国内の新築集合住宅における市場規模を統計情報から概観。

 直近の状況に係る分析として、公的統計である建築着工統計調査 住宅着工統計の2023年度集計結果を用い、

新築集合住宅市場におけるボリュームゾーンとなるセグメントを整理。

 なお、本項における集合住宅区分、地域区分は下表のとおり。

STEP1-①：市場全体像の概観整理の実施方針・概要

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ①市場全体像の概観整理

地域区分 該当する都道府県

北海道 北海道

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟

関東 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨

北陸 富山、石川、福井

中部 長野、岐阜、静岡、愛知、三重

関西 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口

四国 徳島、香川、愛媛、高知

九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島

沖縄 沖縄

各地域区分に該当する都道府県

住宅区分 該当する集合住宅

分譲マンション 住宅着工統計における
「共同住宅」の「持家」「分譲住宅」

賃貸マンション 住宅着工統計における
「共同住宅」の「貸家」「給与住宅」のうち、
鉄筋鉄骨造、鉄骨造等の非木造

賃貸アパート 住宅着工統計における
「長屋建」の「貸家」「給与住宅」総数及び
「共同住宅」の「貸家」「給与住宅」のうち、
木造、その他

各住宅区分に該当する集合住宅
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2023年度 地域別・住宅形態別の新築集合住宅供給戸数シェア

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ①市場全体像の概観整理

 大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）を含む地域（関東、中部、関西）で、供給戸数の約72％を占め、大都市圏近郊

での集合住宅供給が大きな割合を占めると推定できる。

 大都市圏を含む地域においては、その他地域と比較して分譲マンション/賃貸マンションの比率が大きく、賃貸ア

パートの比率が小さい傾向にある。

出 所 ） 国 土 交 通 省 , ”  令 和 5 年 度 住 宅 着 工 統 計 ” （ 令 和 6 年 1 月 ） に 基 づ き 作 成
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2023年度 地域別・建て方別の新築集合住宅供給戸数のシェア

中国 四国関東 九州東北 中部 関西北陸北海道 沖縄
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（参考）2023年度 地域別・住宅形態別の新築集合住宅延床面積シェア

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ①市場全体像の概観整理

 大都市圏（首都圏、中部圏、近畿圏）を含む地域（関東、中部、関西）で、延床面積の約71％を占め、大都市圏近郊

での集合住宅供給が大きな割合を占めると推定できる。

 大都市圏を含む地域においては、その他地域と比較して分譲マンション/賃貸マンションの比率が大きく、賃貸ア

パートの比率が小さい傾向にある。
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出 所 ） 国 土 交 通 省 ,  “ 令 和 5 年 度 住 宅 着 工 統 計 ” （ 令 和 6 年 １ 月 ） に 基 づ き 作 成

2023年度 地域別・建て方別の新築集合住宅延床面積のシェア
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出 所 ） 国 土 交 通 省 “ 令 和 5 年 度 住 宅 着 工 統 計 ” （ 令 和 6 年 １ 月 ） に 基 づ き 作 成

 前頁の「住宅着工統計」に基づく集合住宅の新築（フロー）の戸数・面積の集計にあたっては、住宅形態（建て方・

構造等）に基づき、左下表の3タイプ（分譲マンション/賃貸マンション/賃貸アパート）に分類した。

 なお、「住宅着工統計」には階数別の情報はないが、集合住宅ストック全体の戸数を把握できる総務省「住宅・土

地統計調査」では階数別の情報も収録されており、これに基づく低層/中層/高層/超高層別・建て方別の住戸数

の集計結果（右下図）から、賃貸アパート（長屋建・木造/その他共同住宅）については低層が大部分であり、賃貸

集合住宅（非木造共同住宅）については中層以上が大部分であると考えられる。

 そのため、概ね、賃貸アパートを低層の賃貸集合住宅、賃貸マンションを中層以上の賃貸集合住宅と捉えられる。

（参考）賃貸集合住宅における階層の考え方

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ①市場全体像の概観整理

2023年度 階層別・建て方別の集合住宅ストック戸数各集合住宅形態を構成する住宅着工統計の項目粒度
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 前項の整理結果を踏まえ、ヒートポンプ給湯機の普及拡大策の主なターゲットとなるセグメントを下表に抽出。

左からシェアが大きい順に記載しており、上位10セグメントで全体の約79％を占める。集合住宅は都市部に集

中しており、分譲・賃貸を合わせた全体シェアは、関東が約45%、関西は約18％。

 ヒートポンプ給湯機導入の意思決定に影響すると考えられる集合住宅の条件（一戸当たり面積、階層数等）は関

東・関西のエリア間では大きく変わらないと想定される。

 そのため、STEP1-③（キープレイヤーの特定）においては、主に所有形態・構造に着目し分譲マンション、賃貸マ

ンション、賃貸アパートの3分類に属するプレイヤーを整理しつつ、各エリアにおける上位シェアの事業者につい

て既往レポートを用いて把握。

STEP1-②：検討対象セグメントの抽出

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ②検討対象セグメントの抽出

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 分類

所有形態 賃貸 分譲 賃貸 賃貸 分譲 賃貸 賃貸 賃貸 賃貸 賃貸
分譲マンション

・

賃貸マンション

・

賃貸アパート
構造 マンション マンション アパート マンション マンション マンション アパート マンション アパート アパート

エリア 関東 関東 関東 関西 関西 九州 関西 中部 中部 九州

各レポートで

用いられる

エリア区分を活用

全体シェア 20.7% 12.3% 10.8% 8.8% 5.3% 5.3% 4.3% 4.3% 3.5% 3.4% -
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 本項では、STEP1-②で抽出したターゲットセグメントにおけるバリューチェーン上の各主体におけるキープレイ

ヤーを調査。

 本調査で対象とする新築集合住宅は、分譲マンション、賃貸マンション、賃貸アパートに大別されるが、いずれに

おいても企画・開発を担うデベロッパーが給湯器導入の意思決定者（キープレイヤー）であることから、各業界に

おける主要デベロッパーを中心に調査・整理。

 具体的には、不動産流通推進センターが公表する「不動産業統計集」やデベロッパー各社ウェブサイト等を参考に、

分譲マンション、賃貸マンション、賃貸アパートそれぞれの業界におけるシェア・ポジションや、事業エリア、提供物

件の特徴等について整理。

 また、その他の主体については、給湯器導入の意思決定への影響は限定的であることから、参考として市場全体

における主要事業者の特徴等の把握・分析を実施（詳細は参考資料1参照）。

 設計・施工～管理までの事業者

- SPEEDA「建材・住設卸業界レポート」等の既往調査から市場全体における主要事業者を把握。

- 設計・施工会社、管材・電材・建材販売/メーカ、不動産仲介会社、不動産管理会社を対象に実施。

STEP1-③：キープレイヤーの特定の実施方針・概要

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ③キープレイヤーの特定
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出 所 ） 各 種 資 料 に 基 づ き 作 成

 分譲／賃貸の別によらず一般的な集合住宅開発のバリューチェーンは企画・開発、設計・施工、販売、管理に大別。

 マンションデベロッパーは主に企画・設計を中心に行うものの、各工程に通底してマネジメントを

行う事例が大宗を占める。

（参考）マンション開発のバリューチェーン

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ③キープレイヤーの特定

企画・開発 設計・施工 販売 管理

総合デベロッパー系

等

ハウスメーカー系 広域型等 首都圏主力 近畿圏主力

等

等等

首都圏・近畿圏
以外主力 等

SBEホール
ディングス

みずほ
不動産販売

不動産仲介

等

日本

ハウズイング

日本

総合住生活

管理・修繕

等

等

日建設計 日企設計

設計

等

工事請負・資材供給

長谷工コーポ
レーション

鹿島建設

工事

等

旭ファイバー

グラス
東邦レオ

断熱

等

ブリヂストン

免震・制震部材

等

等
三菱電機

日立ビル

システム

エレベーター

玄関ドア

日本フネン
三和シャッター

工業 等

田島

ルーフィング

ロンシール
工業

防水

監視システム・ドアホン

セコム アイホン

住宅設備

パナソニック LIXIL

等

等

等

TOTO YKKAP

三協立山
等

土地

所有者

（自治体・

企業・個人

等）
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 分譲マンションと賃貸マンションのシェア上位は総合デベロッパー系が多い一方、賃貸アパートはハウスメーカー

系が上位を占める。いずれもシェア上位の事業者は概ねZEH-M導入実績を有している。

 シェア上位は全国に展開する事業者が多いが、一部特定エリア（首都圏・近畿圏）に強みを有する事業者も存在。

主要マンションデベロッパーのポジションと特徴のまとめ

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ③キープレイヤーの特定

事業者名
集合住宅業界におけるポジション 事業エリア

（ZEHライセンス・公表情報）
ZEH-M

導入実績※分譲マンション 賃貸マンション 賃貸アパート

三井不動産レジデンシャル 〇 シェア1位 〇 シェア5位 全国に展開 〇

プレサンスコーポレーション 〇 シェア2位 〇 シェア1位 近畿圏に強み △（R6実績有）

野村不動産 〇 シェア3位 〇 シェア3位 全国に展開 〇

住友不動産 〇 シェア4位 〇 シェア4位 全国に展開 〇

三菱地所レジデンス 〇 シェア5位 〇 シェア11位 首都圏に強み 〇

タカラレーベン 〇 シェア6位 〇 シェア9位 全国に展開 〇

あなぶき興産 〇 シェア7位 〇 シェア7位 全国に展開 〇

オープンハウス・ディベロップメント 〇 シェア8位 首都圏に強み 〇

エスリード 〇 シェア9位 〇 シェア10位 近畿圏に強み 〇

阪急阪神不動産 〇 シェア10位 近畿圏に強み △（R6実績有）

大和ハウス工業 〇 シェア11位 〇 シェア2位 〇 シェア1位 全国に展開 〇

日鉄興和不動産 〇 シェア12位 首都圏に強み △（R6実績有）

関電不動産開発 〇 シェア13位 近畿圏に強み △（R6実績有）

長谷工コーポレーション 〇 シェア14位 〇 シェア13位 全国に展開
△（長谷工不動
産としての実績）

東京建物 〇 シェア15位 〇 シェア12位 全国に展開 〇

大東建託 〇 シェア2位 全国に展開 〇

積水ハウスグループ 〇 シェア3位 全国に展開 〇

旭化成ホームズ 〇 シェア4位 首都圏・東海・近畿圏が中心 〇

住友林業 〇 シェア5位 首都圏・東海・近畿圏が中心 ー

出 所 ） 不 動 産 流 通 推 進 セ ン タ ー ， “ 2 0 2 4 不 動 産 業 統 計 集 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 7 月 2 6 日 ） ， h t t p s : / / w w w . r e t p c . j p / w p - c on t e n t / u p l oa d s / t ou k e i / 2 0 2 4 0 3 / 2 0 2 4 0 3 _ 2 k a i h a t s u . p d f 、

各 社 H P に 基 づ き 作 成

※ZEH-M導入実績は令和5年度ZEHデベロッパー登録事業者一覧における導入実績が1件以上存在する事業者に〇を記載。△の事業者は令和5年度時点での実績報告0件の事業者を指す。
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 不動産経済研究所「全国マンション市場動向」では、事業種別集合住宅発売戸数が公表されており、直近3年間の

上位3社は順位は異なるものの野村不動産・三井不動産レジデンシャル・プレサンスコーポレーションが占める。

 上位3社の発売戸数合計では、2021年度（約12,000戸）・2022年度（約11,500戸）は大きく変わらないが、

2023年度には約9,800戸と減少傾向にある。

（参考）【マンションデベロッパー】事業者別分譲集合住宅発売戸数

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ③キープレイヤーの特定

順位
2021年度 2022年度 2023年度

事業主 戸数 事業主 戸数 事業主 戸数

1 野村不動産 4,014 野村不動産 4,240 三井不動産レジデンシャル 3,423

2 三井不動産レジデンシャル 3,982 プレサンスコーポレーション 3,760 プレサンスコーポレーション 3,390

3 プレサンスコーポレーション 3,950 三井不動産レジデンシャル 3,420 野村不動産 3,061

4 大和ハウス工業 3,634 住友不動産 3,109 住友不動産 2,859

5 三菱地所レジデンス 2,214 エスリード 2,214 三菱地所レジデンス 2,093

6 住友不動産 2,211 三菱地所レジデンス 2,153 タカラレーベン 1,982

7 エスリード 2,198 タカラレーベン 2,134 あなぶき興産 1,773

8 あなぶき興産 2,035 大和ハウス工業 2,022 オープンハウス・ディベロップメント 1,647

9 フージャースコーポレーション 1,934 オープンハウス・ディベロップメント 1,870 エスリード 1,607

10 日鉄興和不動産 1,782 日鉄興和不動産 1,850 阪急阪神不動産 1,590

11 東急不動産 1,680 あなぶき興産 1,688 大和ハウス工業 1,432

12 東京建物 1,645 関電不動産開発 1,489 日鉄興和不動産 1,406

13 タカラレーベン 1,582 阪急阪神不動産 1,462 関電不動産開発 1,368

14 関電不動産開発 1,521 新日本建設 1,435 東京建物 1,178

15 日商エステム 1,482 東急不動産 1,410 日本エスコン 1,109

（単位：戸）

出 所 ） 不 動 産 流 通 推 進 セ ン タ ー ， “ 2 0 2 4 不 動 産 業 統 計 集 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 7 月 2 6 日 ） ，

h t t p s : / / w w w . r e t p c . j p / w p - c on t e n t / u p l oa d s / t ou k e i / 2 0 2 4 0 3 / 2 0 2 4 0 3 _ 2 k a i h a t s u . p d f に 基 づ き 作 成
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 前頁の事業者別集合住宅発売戸数について、首都圏と近畿圏のランキングは下表の通り。

 首都圏は三井不動産レジデンシャル、野村不動産、住友不動産が上位。近畿圏ではプレサンスコーポレーション

（2021年オープンハウスグループに合併）が継続して首位となっている。

（参考）【マンションデベロッパー】エリア・事業者別分譲集合住宅発売戸数

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ③キープレイヤーの特定

首都圏 近畿圏

2021年度 2022年度 2023年度

事業主 戸数 事業主 戸数 事業主 戸数

三井不動産
レジデンシャル

3,318 野村不動産 2,966
三井不動産
レジデンシャル

2,904

野村不動産 2,671
三井不動産
レジデンシャル

2,482 野村不動産 2,262

三菱地所レジデンス 1,644 住友不動産 2,267 住友不動産 2,011

大和ハウス工業 1,614 三菱地所レジデンス 1,688 三菱地所レジデンス 1,720

東京建物 1,256 日鉄興和不動産 1,469 日鉄興和不動産 1,147

日鉄興和不動産 1,236 新日本建設 1,435 大和地所レジデンス 1,068

住友不動産 1,161
オープンハウス・
ディベロップメント

1,090 東京建物 943

新日本建設 1,112 東京建物 897 新日本建設 902

東急不動産 1,007 東急不動産 849
オープンハウス・
ディベロップメント

858

タカラレーベン 933 東急 619 大和ハウス工業 625

大和地所レジデンス 890 アーネストワン 599 モリモト 604

一建設 815 中央住宅 545 東急不動産 558

アーネストワン 739 名鉄都市開発 544 一建設 538

オープンハウス・
ディベロップメント

695 一建設 522 住友商事 498

日神不動産 625 伊藤忠都市開発 518 アーネストワン 430

2021年度 2022年度 2023年度

事業主 戸数 事業主 戸数 事業主 戸数

プレサンスコーポレー
ション

2,453
プレサンスコーポレー
ション

2,049
プレサンスコーポレー
ション

1,761

関電不動産開発 1,145 エスリード 1,177 関電不動産開発 1,141

日商エステム 1,073 関電不動産開発 1,141 エスリード 1,132

エスリード 1,004 阪急阪神不動産 976 阪急阪神不動産 1,084

住友不動産 825 和田興産 750 近鉄不動産 626

阪急阪神不動産 773 日商エステム 688 和田興産 597

大和ハウス工業 744 野村不動産 678
TUKUYOMI
HOLDONGS

522

日本エスコン 734 近鉄不動産 586 住友不動産 522

和田興産 729 大和ハウス工業 569 日商エステム 503

近鉄不動産 654 日本エスコン 568 積水ハウス 429

東急不動産 542 京阪電鉄不動産 526 日本エスコン 362

日鉄興和不動産 489 住友不動産 522 タカラレーベン 330

野村不動産 473 ホームズ 455
三井不動産
レジデンシャル

322

京阪電鉄不動産 408 東急不動産 406 東急不動産 314

ホームズ 382 名鉄都市開発 350 野村不動産 299

（単位：戸）

出 所 ） 不 動 産 流 通 推 進 セ ン タ ー ， “ 2 0 2 4 不 動 産 業 統 計 集 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 7 月 2 6 日 ） ，

h t t p s : / / w w w . r e t p c . j p / w p - c on t e n t / u p l oa d s / t ou k e i / 2 0 2 4 0 3 / 2 0 2 4 0 3 _ 2 k a i h a t s u . p d f に 基 づ き 作 成
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 本項では、前項までに特定したキープレイヤーを含めた、ヒートポンプ給湯機、ハイブリッド給湯機普及に積極的

な事業者での先行的な取組事例を把握。

 把握にあたっては、以下を参照し先行事例の調査・整理を実施。

- ZEH補助事業WEBページにおいて公開されているZEHデベロッパーの登録状況

- 過年度のZEH支援事業の調査発表会資料

- 主要デベロッパー各社のホームページ、プレスリリース

- 東京都マンション環境性能表示制度ウェブサイト※

※2005年10月から開始された制度であり、東京都における大規模な新築などのマンションに関する詳細情報として、建築物の環境性能や概要の他、給湯器といった具体的に採用した設備が

対象物件毎に個票形式で掲載されている。

 また、主要デベロッパー各社について、脱炭素化に係る計画や方針、集合住宅や給湯器に係る取組を把握。各社

アニュアルレポートやサステナビリティレポート、その他公表情報に基づき整理。

STEP1-④：先行取組事例の把握の実施方針・概要

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握
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出 所 ） Z E H W e b ， “ 過 年 度 の ネッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 実 証 事 業 Z E H デベ ロ ッ パー 一 覧 Ｒ 5 年 度 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 1 日 ） ，

h t t p s : / / z e h w e b . j p / r e g i s t r a t i on / d e v e l o p e r / に 基 づ き 作 成

 ZEH補助事業WEBページにおいて公開されている各事業者のZEH-M導入実績数・計画数の情報によると、デベロッパーとして

登録した事業者における導入計画数が多いのは大京、関電不動産開発、長谷工不動産。ZEH-M導入実績数・計画数と、全体の販売

戸数シェアは必ずしも一致しておらず、各社戦略に拠る部分が大きいと考えられる。

ZEH-M導入実績を有する主要デベロッパー

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

※ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用実績は、ZEH支援事業調査発表会資料より高層・超高層ZEH-M支援事業の採択事業における設備情報、各社プレスリリースより集計。

※ZEH -M導入実績数・導入計画数は、令和5年度時点でのZEH登録事業者一覧に記載の数値を引用。

（単位：件）

ZEHライセンス登録状況 法人名
高層・超高層事業での採用実績 ZEHデベロッパー

の種別
ZEH-M

導入実績数
ZEH-M

導入計画数ヒートポンプ給湯機 ハイブリッド給湯機

デベロッパーとして登録

大京 〇 〇 D登録 3 21
三菱地所レジデンス 〇（HP公表のみ） D登録 3 4
三井不動産レジデンシャル 〇（HP公表のみ） D登録 3 2
旭化成不動産レジデンス D登録 3 1
野村不動産 〇 〇 D登録 2 8
東京建物 〇 D登録 1 11
エスリード 〇 D登録 1 4

伊藤忠都市開発 〇 D登録 1 1
関電不動産開発 〇 D登録 0 21
長谷工不動産 D登録 0 21
阪急阪神不動産 〇 D登録 0 9

デベロッパー、
設計・施工会社
どちらも登録

積水ハウス D登録・Ｃ登録 1,177 36
大和ハウス工業 〇 D登録・Ｃ登録 305 59
ミサワホーム D登録・Ｃ登録 219 1
サンヨーホームズ 〇（HP公表のみ） D登録・Ｃ登録 28 18
積水化学工業 D登録・Ｃ登録 15 4
パナソニックホームズ 〇 D登録・Ｃ登録 5 2
三井ホーム D登録・Ｃ登録 5 27
アーキテクト・デベロッパー D登録・Ｃ登録 5 2
穴吹工務店 〇 D登録・Ｃ登録 3 27
住友不動産 〇 D登録・Ｃ登録 ０ 11

設計・施工会社として登録
大東建託 Ｃ登録 900 3,081
旭化成ホームズ Ｃ登録 564 753
愛知県経済農業協同組合連合会 Ｃ登録 5 19

その他（補助事業者等）
タカラレーベン 〇 〇 ― ― ―
京王電鉄 〇 ― ― —
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出 所 ） 各 社 リ リ ー ス に 基 づ き 作 成

 大手マンションデベロッパーを対象に、集合住宅へのヒートポンプ給湯機採用に関する事例を公表情報から整理（各物件の詳細に

ついては参考資料2参照）。

 最も採用実績が多いのは関電不動産開発。また、直近では太陽光発電と組み合わせて昼間沸き上げを前提に採用している事例や、

再エネ一括受電と組み合わせることでゼロカーボンであることを訴求する事例が増えてきている。その中でも各住戸のヒートポン

プ給湯機を群制御する事例や、セントラル式ヒートポンプ給湯機により各戸に供給する事例等の特徴的な取組も出てきている。

各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の採用事例（1/4)

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

№ 事業者名
物件名・
取組名

採択年度
（ZEH支援事業）

竣工年度※

ZEH-M
支援事業

（高層/超高層
/対象外）

取組概要

1 阪急阪神
不動産

ジオ神戸三
宮

2023年度 高層 • 高効率空調や、ヒートポンプ給湯機全戸採用等によりZEH-M化を推進し住む方にとって快適な住環境を
提供するとともに、レジリエンスにも優れた住まい。

• 内装材や共用部家具類への国産木材使用や、電気自動車対応の充電器を設ける等、地球環境に配慮。

２ 大京/
タカラレーベ
ン東北

（仮称）盛岡
菜園プロジェ
クト中高層
ZEH-M支援
事業

2022年度 中高層 • 東日本大震災を契機とした災害への意識の高まりから、「自然の恩恵との共生」と「自然の力への耐性」をコ
ンセプト。

• 高い断熱性・一次エネルギー消費量を大幅削減し、免震構造を採用。
• 災害発生後の生活維持と多様化する災害への対応を組み込んだ防災システム「太陽光発電×蓄電池」を構

築し、あたたかく快適で災害に強い安全な暮らしを追求。

３ 関電不動産
開発

シエリア杜せ
きのした

2022年度 中高層 • 敷地内にはEV充電スタンド、カーシェアリングスペース設置、ソーラーカーポートによる電源供給、中庭と一
体化したラウンジ、住戸はオール電化仕様とすることで、環境性能と居住性能を高めるプランニング。

４ 野村不動産 プラウド青葉
台

2022年度 中高層 • 「高効率設備機器」の採用、「太陽光発電×オール電化×一括受電×昼炊きヒートポンプ給湯機」の採用によ
り、快適性を担保しながらも、経済性・省エネ性をかなえることを目的に開発。

• 敷地内の高低差を生かした緑化計画にも配慮し、入居者だけでなく、周辺地域にも環境面で配慮した集合
住宅を目指す。

５ 関電不動産
開発

シエリアタ
ワー中之島

2022年度 超高層 • 持続可能な住まいと暮らしをコンセプトとし、省エネルギー性能・居住・環境性能の向上を目指すとともに、
「オール電化」採用に加えて再生可能エネルギー由来の非化石証書の持つ環境価値を付与した実質CO2フ
リーの「ゼロカーボン電気」導入を実現。

6 関電不動産
開発

シエリア靱本
町

2021年度 高層 • 躯体の高断熱化、ヒートポンプ給湯機、高効率エアコン、オール電化等の省エネ化、災害時には非常用発電
機による電力供給、浸水対策としての2階の電気室、ポンプ室のかさ上げ等レジリエンスの強化、高断熱化
による居住性の向上、電気自動車用充電器を有する機械式駐車場の導入によるCO2削減への取組等に
よって、快適で安心・安全、また持続可能な住まいと暮らしの創造を目指す。

※ZEH支援事業の採択案件は採択年度、各社プレスリリースから整理した案件は竣工年度を記載。
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各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の採用事例（2/4)

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

№ 事業者名
物件名・
取組名

採択年度
（ZEH支援事業）

竣工年度※

ZEH-M
支援事業

（高層/超高層
/対象外）

取組概要

７ 関電不動産
開発/
住友不動産/
パナソニック
ホームズ

シエリアタ
ワー大阪堀
江

2021年度 超高層 • 持続可能な住まいと暮らしをコンセプトに、省エネルギー性能、レジリエンス、居住・環境性能の向上を図り、
次世代を担うランドマークタワーの実現を目指す。

• 給湯設備にヒートポンプ給湯機を採用したオール電化マンションに、高圧一括受電方式およびヒートポンプ
給湯機群制御システムを組み合わせ、電力負荷の削減を図る。

• オール電化の災害時早期ライフライン復旧実績に加え、ヒートポンプ給湯機貯水タンクの取り出し、電気室２
階設置による浸水対策の実施等、災害時のレジリエンスを確保。

８ タカラレーベ
ン

レーベン長野
中御所
THE 
PEERLESS

2020年度 高層 • 長野のZEHマンションとして①loTデマンドレスポンス、②オール電化一括受電、③再エネecoプランの導
入という3つの取組により省エネ性能の向上と優れた環境性能の実現を目指す。

９ パナソニック
ホームズ/JR
西日本不動
産開発

パークナー
ド・グラン吹
田SST

2020年度 高層 • 住棟配置は、南向き、南東向き、東向きの３棟構成とし、またメインバルコニーにガラスの手摺を採用するこ
とにより、積極的に自然光を取り入れる計画。

• LED照明や高効率エアコン、太陽光発電システム、蓄電池等の採用による省エネ性と、エネファーム、ヒート
ポンプ給湯機の採用による災害時のレジリエンス性にも配慮した設計計画。

１０ 大京/
関電不動産
開発

ライオンズ茨
木総持寺ス
テーショング
ラン

2020年度 高層 • 立地の特徴を生かし、ロータリーに面する部分には緑豊かな植樹帯を設け周辺環境へ寄与しつつ、環境負荷
を抑え、エンドユーザーの経済負担を軽減するエコノミー性を実現すべく、ZEH－M Orientedの基準を
満たす計画。

１１ 大和ハウス プレミスト西
金沢ステー
ションフロン
ト

2019年度 高層 • 家族の生活する場として、経済的に有利となるよう省エネルギー化を図り、健康的で快適な居住性能を確保
する計画。

• 主な仕様は、2重サッシを採用して躯体の断熱を強化し、さらに高効率設備となるルームエアコン付温水床
暖房機を導入することで、建物の省エネ性能と生活快適性への向上を両立させることを目的とし、ZEH-
M Orientedとなる高省エネ建物を目指す。

※ZEH支援事業の採択案件は採択年度、各社プレスリリースから整理した案件は竣工年度を記載。

出 所 ） 各 社 リ リ ー ス に 基 づ き 作 成
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各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の採用事例（3/4)

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

№ 事業者名
物件名・
取組名

採択年度
（ZEH支援事業）

竣工年度※

ZEH-M
支援事業

（高層/超高層
/対象外）

取組概要

１２ 大京・穴吹工
務店

ライオンズ呉
グランフォー
ト

2018年度 高層 • エネルギーを極力必要としないよう躯体断熱を強化する他、省エネルギーの設備として、エネルギーを上手
に使うヒートポンプ給湯機、高効率空調機・換気設備やLED照明などを導入し、「省エネ性能とパッシブデザ
インを融合した心地よい住まい」をコンセプトにZEH-M Orientedのみならず、全住戸で
ZEH Orientedを実現。

• パッシブデザインとして、海と山に囲まれた地域特性を生かし、風と心地よく暮らせる工夫や、周辺環境に
も配慮した、通りのクスノキの並木とつながる壁面緑化を備え、ZEH-M化に努めた心地よい住まいを提案。

１３ 三井不動産
レジデンシャ
ル・三井ホー
ム

パークアクシ
ス北千束
MOCXION

2023年度 4階 • 三井ホーム「MOCXION」の技術で ALL木造・高断熱・高気密の地球環境にやさしい賃貸集合住宅。
• 再生可能エネルギーの一括受電×オール電化と「太陽光パネル」の設置によりCO2排出量実質ゼロと創エ

ネを実現。
• 「LEED®認証」の他、各種認証の取得および国土交通省「優良木造建築物等整備推進事業」に採択。
• 給湯設備にはヒートポンプ給湯機を採用。

１４ 三菱地所
レジデンス

ザ・パークハ
ウス
新浦安マリン
ヴィラ

2022年7
月竣工

対象外 • ZEH-M Readyを採用。低層・15棟の住棟構成による広い屋根を活用し、高い断熱性能の確保により太
陽光パネル数を約62％削減。

• オール電化を採用し、三菱電機のヒートポンプ給湯機の新しい制御機能「お天気リンク AI」を使って従来は
深夜電力でしか稼働できなかったヒートポンプ給湯機が昼間に稼働可能となったことで、太陽光エネルギー
を湯に変えて蓄熱（蓄エネ）するシステムを構築。

１５ 三井不動産
レジデンシャ
ル・三井都市
開発

パークシティ
武蔵小杉
ザ グランド
ウイングタ
ワー

2013年11
月

高層 • 地中熱ヒートポンプシステムを採用し、地中の熱を、夏季は冷房の放熱・冬季は暖房の採熱源として利用し、
エントランスホールの空調負荷の軽減を実現。

• 建物屋上に太陽光パネルと蓄電池を設置し、共用部内廊下の照明に活用。
• 三井不動産レジデンシャルと、竹中工務店、NPO法人プラス・アーツのプロデュースにより、先進の制震技

術を採用した「建物構造」、非常用電力や水を確保する「防災設備」、防災ディレクター永田宏和氏の指導の
もと、災害時の役割分担などの「コミュニティ」、という3つの領域で、複層的な防災対策を導入。

１６ 三井不動産
レジデンシャ
ル、東芝

パークホーム
ズ大倉山

2012年9月 7階 • 太陽光発電システムや蓄電池システム等による「創エネ」「蓄エネ」「省エネ」の他、ハード・ソフト両面で様々な
取組。

• エネルギーデザインは、「太陽光発電パネル（20kW）」による創エネ、「蓄電池システム（30kWh）」による蓄
エネ、「LED照明」を共用廊下照明として利用することによる省エネ。

• 集合住宅の共用部に蓄電池を、専有部にヒートポンプ給湯機を設置。

※ZEH支援事業の採択案件は採択年度、各社プレスリリースから整理した案件は竣工年度を記載。

出 所 ） 各 社 リ リ ー ス に 基 づ き 作 成
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各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の採用事例（4/4)

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

№ 事業者名
物件名・
取組名

採択年度
（ZEH支援事業）

竣工年度※

ZEH-M
支援事業

（高層/超高層
/対象外）

取組概要

１７ サンヨーホー
ムズ

THE 
SANMAIS
ON 表参道

2018年3月 6階 • 2012年竣工の「THE SANMAISON神宮前四丁目ELDO」に続く“表参道プロジェクト第二弾”。
• №18と同様の取組と推定。

１８ サンヨーホー
ムズ

THE 
SANMAIS
ON 神宮前
四丁目
ELDO

2012年3月 6階 • 住まいのエネルギー自給化提案として太陽熱利用ヒートポンプ給湯機システムを各住戸に採用した「環境配
慮型プレミアムマンション」。この各住戸に太陽熱ヒートポンプ給湯機を採用した集合住宅は、国内において
は業界初。

• 「ＥＣＯ＆ＳＡＦＥＴＹ」の企業コンセプトのもと、「太陽光・太陽熱・大気熱」を利用した取組に成功。
• 各住戸搭載型の太陽熱利用システムにおいては、株式会社長府製作所と戸建向けに共同開発した太陽熱利

用ヒートポンプ給湯機を技術面での協議を重ね、集合住宅用として株式会社大阪テクノクラート社製の集熱
システムによって実現。

19 長谷工コー
ポレーション

サステナブラ
ンシェ本行徳

2023年９
月（改修）

5階 • 既存の企業社宅を全面改装し建物運用時のCO2排出量実質ゼロを目指した賃貸型マンションプロジェクト。
• 省エネ技術、建物の長寿命化技術、ウェルネス住宅技術等最新技術のほか、IoT機器やAI技術を生かした未

来住宅の創造のために全36戸中13戸を「居住型実験住宅」としてデザイン。
• オール電化へ改修し、屋根・外壁・バルコニー手摺への太陽光発電設備の設置、純水素燃料電池の採用およ

び非化石証書による電力のグリーン化によって、既存リノベーション物件では国内初の建物運用時のCO2
排出量実質ゼロ実現を目指した。

• 取組のひとつとして、セントラル式ヒートポンプ給湯機による太陽光発電の自家消費システムを採用。株式
会社日本イトミック製の業務用ヒートポンプ給湯機を採用することで、全３６戸150人への給湯と、1階から
5階までの階上給湯を実現。

※ZEH支援事業の採択案件は採択年度、各社プレスリリースから整理した案件は竣工年度を記載。

出 所 ） 各 社 リ リ ー ス に 基 づ き 作 成
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出 所 ） 東 京 都 環 境 局 ， “ マン シ ョ ン 環 境 性 能 表 示 - 建 築 物 環 境 計 画 書 制 度 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 9 月 2 4 日 ） ，

h t t p s : / / w w w 7 . k a n k yo . m e t r o . t ok yo . l g . j p / b u i l d i n g / d e t a i l / 2 3 0 3 2 9 _ 0 1 1 . h t m l #h e a d e r _ 0 4

 東京都で2005年10月から開始されたマンション環境性能表示制度では、大規模な新築などのマンションの建

築主が提出した建築物環境計画書に記載された情報を物件毎に個票として公表。

 個票では、建築物の環境性能や概要の他、給湯器については計画書の内容に基づき行われた「取組評価シート」

内に具体的に採用した設備が掲載されている。

（参考）東京都マンション環境性能表示制度

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

マンション環境性能表示事例

【シエリア北綾瀬（東京都足立区・2025年3月竣工予定）、建築主：関電不動産開発】
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主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組（1/2）

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

主要
デベロッパー

脱炭素化に係る方針・計画
集合住宅・給湯器等に係る目標・取組

方針・計画の公表有無 設定目標

三井不動産
レジデンシャル
（三井不動産
グループ）

• 三井不動産グループ：脱炭素社会実現に
向けたグループ行動計画（2021年）

• 三井不動産レジデンシャル：カーボンニュー
トラルデザイン推進計画（2022年）

• グループ全体のGHG排出量（Scope1、
2、３）を2030年度までに40%削減
（2019年度比）

• 2050年度までにネットゼロ
• グループ内全新規物件でZEB/ZEH水準

の環境性能を実現

• 三井不動産レジデンシャル：2030年度に
中高層全棟ZEH-Mを目標

野村不動産
• 野村不動産グループ：サステナビリティ

ポリシー（2022年4月）

• 2030年までにグループ全体のGHG排
出（Scope1、2および3（カテゴリ1・
11））を35％削減（2019年度比）

• 2050年までにカーボンニュートラルを
達成

• 2023年度以降着工予定の全分譲集合住
宅において原則ZEH-M Oriented水準
以上を確保

住友不動産 • ESGレポート（2024年4月更新）
• 2030年までにグループ全体のCO2排

出量（Scope1、2、３）を50％削減
（2014年比）

• 2021年10月以降設計、開発するすべて
の分譲集合住宅のZEH-M Oriented
標準仕様化

三菱地所
レジデンス

• 三菱地所グループ：サステナビリティレポー
ト（2023年）

• 三菱地所レジデンス：CO2排出量削減戦略
（2022年）

• 2030年までにグループ全体として
Scope1、2のGHG排出量を70％、
Scope3のGHG排出量を50％削減
（2019年度比）

• 三菱地所レジデンスとしてCO2排出量を
2030年までに50％削減（2019年比）

• 2025年以降の全集合住宅物件をZEH-
M Oriented化

• 全分譲/賃貸集合住宅物件の電力を非化
石化

• 太陽光パネルの採用を推進

 先行事業者と考えられる各社の脱炭素化に係る計画や方針、うち集合住宅・給湯器に係る取組を下表に整理（各社内容の詳細は

参考資料3参照）。

 いずれの事業者も2030年度のGHG排出量等の削減目標を設定し、集合住宅に関してはZEH-M Oriented以上の標準化を

掲げるが、その強度（削減率、達成時期）は各社によって多少異なる。また関電不動産開発では全物件のオール電化も掲げている。

出 所 ） 各 社 ウェ ブ サ イ ト 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レ ポー ト 等 に 基 づ き 作 成
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主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組（2/2）

STEP1 新築集合住宅市場の全体像、キープレイヤー等の整理 / ④先行取組事例の把握

主要
デベロッパー

脱炭素化に係る方針・計画
集合住宅・給湯器等に係る取組

方針・計画の公表有無 設定目標

大和ハウス工業

• 大和ハウスグループ：環境長期ビジョン
“Challenge ZERO 2055”（2016年）

• 大和ハウスグループ：環境行動計画（エンド
レスグリーンプログラム）(2022年）

• 2030年度までに事業活動に伴うGHG
排出量を70％削減（2015年度比）

• 2030年度までに新築建築物における
居住・使用段階のGHG排出総量を63%
削減（2015年度比）

• 2030年度までに原則として全新築住
宅・建築物をZEH・ZEB化、全棟太陽光
発電を採用

• 2030年度ZEH-M率（賃貸・分譲住宅）
を原則100%達成

• すべての新築分譲集合住宅「プレミスト」
においてZEH-M仕様を採用

タカラレーベン
（MIRARTH
グループ）

• カーボンニュートラル実現に向けた目標
（2023年）

• グループ全体のGHG排出量（Scope1、
2、３）を2030年度までに45%削減
（2022年度比）

• 2050年度までにネットゼロ達成

• 「環境に配慮した建物と空間の提供」とい
うグループ方針に即して環境認証の取得
を推進（具体的な行動目標は未公表）

大京
（オリックス
グループ）

• オリックスグループ サステナビリティポリ
シー（2024年2月最終改定）

• 2030年3月期までにグループGHG排
出量を実質的に50%削減（2020年度
比）

• 2050年3月期までにグループGHG排
出量を実質的にゼロ

• 分譲集合住宅開発では、ZEH-M 
Oriented仕様を基本とする

関電不動産開発 • ゼロカーボンロードマップ（2023年3月）
• 関電不動産開発のGHG排出(Scope1、

2、3)を2030年度までに37.8％削減
（2021年度比）

• 新規に開発する全新規物件でZEH-
Oriented基準以上の環境性能を実現

• 全物件をオール電化

長谷工
コーポレーション

• 長谷工グループ気候変動対応方針
「HASEKO ZERO-Emission」（2021
年）

• CO2排出量削減目標として、2030年度
までにScope1・2を42%削減、
Scope3を13%削減（2020年度比）

• 2050年度までにScope1・2を100％
削減、Scope3を37%削減（2020年度
比）

• 2022年度以降に設計着手する全ての
分譲・自社保有賃貸集合住宅について
ZEH-Oriented基準を満たす

出 所 ） 各 社 ウェ ブ サ イ ト 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レ ポー ト 等 に 基 づ き 作 成
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STEP2

新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に

係る課題・ニーズの把握
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ヒアリングの概要 ーヒアリング目的・対象

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズを把握するため、採用する給湯器を決定する

上での意思決定者（キープレイヤー）であるマンションデベロッパーに対してヒアリング調査を実施。

 具体的なヒアリング調査対象については、STEP1-③（キープレイヤーの特定）、STEP1-④（先行取組事例の把

握）の調査結果を踏まえて、以下の観点から対象となるデベロッパーを選定した。

 マンションデベロッパーとして一定のシェアを有する

 主要なセグメント（住宅形態（分譲マンション、賃貸マンション、賃貸アパート）、エリア（関東、関西、中部、九州））

において事業を展開している

 集合住宅のZEH-M化等に積極的であり、ヒートポンプ給湯機やハイブリッド給湯機の採用実績を有する

 なお、デベロッパー以外の主体（設計・施工会社、管材・電材・建材販売会社、管理会社等）についても主要事業者

をヒアリング調査対象候補として抽出したが、上記デベロッパーへのヒアリングを実施する中で、集合住宅におけ

るヒートポンプ給湯機採用に係るキープレイヤーはデベロッパーであることを確認できたため、結果的にこれら

の主体に対してはヒアリング調査は実施しなかった。
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ヒアリングの概要 ーヒアリング調査項目

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 ヒアリングでは下表に示す通り、大きく分けて6つの項目について調査した。

項目 質問 想定される回答例

1
企業としての脱炭素
に対する取組方針

脱炭素化に向けた全社目標や取組方針はあるか。

脱炭素化に向けた集合住宅に係る目標や取組方針はあるか。

上記目標・方針策定にあたり、国の目標や同業他社の目標等を参考にしているか。
（国の目標を参考にしている場合、国の目標に整合するようオール電化マンションの供給を開始
する、または供給割合を増やすことは考えられるか）

強く意識しており将来的にオール電化マンションの割合も増やす方針、あ
まり意識しておらずオール電化マンションを増やすことは考えにくい
など

2
採用する給湯器の
決め方と現状の採
用状況

採用する給湯器の種類はどのように決定しているか
（意思決定への影響力が大きいステークホルダーがいる場合はその関係性も）

設計・施工会社からの提案を基本的にそのまま採用している など

最も多く採用している給湯器の種類は何か ガス瞬間式、エコジョーズ、ヒートポンプ給湯機 など

直近3年間の販売物件におけるヒートポンプ給湯機の採用率はどの程度か
（過去と比較して増加・減少傾向にある場合はそのトレンドも）

○％、近年増加傾向にある など

ヒートポンプ給湯機を採用しやすい・しにくいエリア、物件等の特徴はあるか 少人数世帯・賃貸物件では導入しにくい など

３
ヒートポンプ給湯機
採用に係るメリット・
デメリット

ヒートポンプ給湯機の採用（オール電化であること）は商品性向上に寄与するか
（物件の種類や地域等によって違いがある場合は物件の種類毎の特徴も）

グレードの高い物件では商品性向上に寄与する、グレードを問わず商品
性向上にあまり寄与しない など

ヒートポンプ給湯機採用物件（オール電化物件）を購入した顧客は、ヒートポンプ給湯機の採用
（オール電化であること）をどの程度重視しているか

オール電化物件であることを重視して購入する顧客が多い、特に重視せ
ずに購入する顧客が多い など

ヒートポンプ給湯機の採用（オール電化であること）を重視している顧客は、特に何のメリットを
期待しているか

光熱費削減、火を使わない安心感、レジリエンス性向上 など

ヒートポンプ給湯機の高度な運用を集合住宅のPRポイントとして顧客に訴求することは考えら
れるか
（例えば、集合住宅単位でヒートポンプ給湯機のメーカーと提携し、メーカーが各住戸のヒートポ
ンプ給湯機をクラウド経由で制御してデマンドレスポンスを行い、協力したエンドユーザーに対し
て一定の報酬を与える など）

スキーム次第では可能性はある、顧客に対する訴求効果は薄いと考えら
れる など

ヒートポンプ給湯機の採用にあたり、どのような設置制約があるか
設置スペースを広く取る必要がある、居室面積が減る、一般的な物件よ
りも大きい受電設備を導入する必要がある、床の耐荷重を高める必要が
ある など

上記の商品性（メリット）、設置制約（デメリット）の他に、ヒートポンプ給湯機導入のメリット・デメ
リットはあるか

【メリット】ガス引き込みが不要になることで工事費が安くなる など
【デメリット】電気料金高騰を背景にオール電化を避ける顧客が増えてい
る など

４
ヒートポンプ給湯機
採用の追加コスト

一般的な物件と比較したヒートポンプ給湯機採用物件の追加コストはどの程度か
一般的な物件と比較して、建設コストが○％増、給湯器本体価格が○％
増 など

5
ヒートポンプ給湯機
採用促進施策

新築集合住宅へのヒートポンプ給湯機採用を促進するために、どのような施策が有効と考えら
れるか

ヒートポンプ給湯機設置スペースの固定資産税減免、ヒートポンプ給湯機
導入に係る追加コストに対する補助金 など

6 その他
新築集合住宅へのヒートポンプ給湯機採用の課題・施策について、デベロッパー以外にヒアリン
グすべき主体はいるか

設計・施工会社、管材・建材メーカー、不動産仲介会社、管理会社 など
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ヒアリング結果 ①企業としての脱炭素に関する取組方針

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

ヒアリング結果概要

脱炭素化に係る
目標・方針の有無

• 各社ともに、企業・グループ全体としての脱炭素化に係る目標・方針を設定。

• SBT認定を取得し、Scope1・2排出量だけでなく、Scope3排出量（販売する建物使用時の排出量等を含む）も対象に、

2030年・2050年の削減目標を設定している企業が多い。

集合住宅、給湯器に
特化した目標・方針

の有無

• 集合住宅に係る目標としては、「新築集合住宅におけるZEH-M Oriented以上の比率を100%とする」ことを掲げて

いる企業が多く、その達成時期としては国の目標と整合的な2030年度としている企業とより早期での達成を掲げて

いる企業の両者が存在。

• 集合住宅に採用する給湯器に特化した目標・方針については特に設定しない企業が多いが、電力会社系列の一社でのみ、

原則的にすべてオール電化（ヒートポンプ給湯機採用）とする目標を掲げている。

• 加えて、対外的には公表していない内部的な目標として、BEI（一次エネルギー消費性能）に係る目標やより性能の高い

ZEH-M Ready取得物件の年間件数に係る目標を掲げている企業も存在。

上記目標・方針の
決め方

• 脱炭素化に係る目標・方針に関しては、企業・グループとしてのSBTの認定取得の一環として検討、設定された企業が多

かった。

• 国の目標が企業としての目標・方針に強く影響しているわけではなく、国の目標自体よりは、国による規制・支援施策等

の全般的な政策動向等を意識しているという企業が多かった。

• また、加盟しているSBTiにおける動向（建築セクター向けのガイダンスの内容等）が、今後の目標・方針に大きく影響し

うるとして注視している企業も存在。

 Scope1・2排出量だけでなく、Scope3排出量（販売する建物の使用時の排出量等）も含めたGHG排出量に係る削減目標を設

定してSBT認定を取得している企業が多く、集合住宅のZEH-M化に関しても国が掲げる水準以上の目標が設定されている。

 このため、国の目標自体が脱炭素化に関する目標・方針にそこまで強く影響しているわけではないものの、国による規制・支援施

策等の全般的な政策動向や、加盟しているSBTiの動向（建築セクター向けのガイダンスの内容等）については注視しているとい

う声が多かった。
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ヒアリング結果 ②採用する給湯器の決め方と現状の採用状況

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

ヒアリング調査結果概要

採用する給湯器の
決め方

• 採用する給湯器を決定するのは基本的にデベロッパーであり、ヒートポンプ給湯機の採用は集合住宅企画時点でオール
電化マンションとして企画するかどうかで決まる。

• ただし、採用する給湯器を決めるにあたっては、ガス会社・電力会社による提案・営業や協力体制の有無も影響してくる。

標準的に
採用している給湯器

• エコジョーズを標準採用しているデベロッパーが多い。特に首都圏・分譲ではセーブモード搭載リモコン付エコジョーズ
採用によりガス式温水床暖房としつつZEH-M Orientedを取得するケースが多い。

• ごく一部だが、分譲・賃貸いずれもヒートポンプ給湯機を標準採用しているデベロッパーも存在。

直近3年間での
ヒートポンプ給湯機
等高効率給湯器の

採用状況

• デベロッパーによって、①採用実績なし、②数物件で採用実績あり、③ほぼ100%採用と採用状況が分かれた。

 ①のデベロッパーにおいても、東日本大震災以前のオール電化の拡大期においては採用はしていたところが多い。ま
た、脱炭素化に係る目標達成のために現在企画・設計中の物件では採用予定としているデベロッパーも存在。

 ②のデベロッパーでは、ヒートポンプ給湯機のメリットが出やすい物件、採用しやすいエリア等で採用実績を有してい
る。ただし、ヒートポンプ給湯機だけでなく、他の高効率給湯器（ハイブリッド給湯機、エネファーム）も、エリアや物件の
特性に応じて使い分けられている。ヒートポンプ給湯機よりもBEIの低減効果の高いハイブリッド給湯機を志向する
デベロッパーも存在。

 ③のデベロッパーでは、企業としての目標・方針として、原則的にオール電化とすることを掲げており、一部の狭小賃
貸住宅を除いて採用。

ヒートポンプ給湯機
を採用しやすい/

しにくい物件・エリア

• ヒートポンプ給湯機が採用される/採用が検討されるのは、以下の物件・エリアが中心となっている。

 郊外の外廊下タイプでバルコニーも広い物件：ヒートポンプ給湯機を設置するための制約が少ない
 大容量の太陽光発電を設置可能な物件（低層・建築面積が広い物件）：ヒートポンプ給湯機を太陽光発電の自家消費に活用可能
 電気料金がガス料金と比べて相対的に安く、ヒートポンプ給湯機採用による光熱費削減メリットが大きいエリア

 現状はエコジョーズでもZEH-M Oriented取得が可能であるため、電力会社系列のデベロッパー以外はエコジョーズを標準採

用しているが、一部の企業ではSBT等の目標達成に向けてヒートポンプ給湯機等の採用または採用検討に着手。

 ヒートポンプ給湯機については、メリットが出やすい物件（太陽光発電を設置可能な物件）、採用しやすいエリア（電力料金が安く

ガス料金が高いエリア）を中心に採用が検討されている。ヒートポンプ給湯機よりハイブリッド給湯機を志向するデベロッパーも

存在。
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ヒアリング結果 ③ヒートポンプ給湯機採用に係るメリット・デメリット

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 現状、ヒートポンプ給湯機を採用することが、集合住宅としての商品性向上に対して直接的に寄与はしていない

という意見が多数であった。

 一方、ヒートポンプ給湯機特有のメリットとして再エネ化・脱炭素化への貢献、省エネ性・光熱費削減やレジリエン

ス性の高さ等が挙げられ、これらが正しくエンドユーザーに認知されるよう訴求することで、今後は集合住宅の

商品性向上、差別化要因になりうるという意見も多く得られた。

ヒートポンプ
給湯機採用に係る

メリット
ヒアリング調査結果概要

商品性向上への
寄与

• ヒートポンプ給湯機採用やオール電化を理由に物件を選択するエンドユーザーはほぼおらず、実際にオール電化マンション
を選択したエンドユーザーも他の条件で選択した物件がたまたまオール電化であったケースがほとんど。

• 将来的にDR・群制御等による新たな付加価値を提供できれば訴求力が高まる可能性はある。ただ、現状はDRに対するエ
ンドユーザーの認知度が低く、DRによる経済メリットも小さいため、あまり効果は見込めない。

再エネ化・
脱炭素化への貢献

• オール電化×一括受電×電力の再エネ化により、再エネ100%を目指せることや、ヒートポンプ給湯機の昼間沸き上げによ
る太陽光発電の余剰電力を有効活用できることは、オール電化・ヒートポンプ給湯機ならではのメリットであり、そうした環
境への取組として訴求したほうがエンドユーザーにとっても刺さりやすい。

• ただし、上記のような形態の場合、一括受電事業者の協力は不可欠である一方、近年は高圧の電力料金が上昇しているも
のの、低圧の電力料金は国の支援によりそこまで上昇しておらず、値差が縮小しているため、一括受電事業者のメリットが
少なくなっており、事業者側が消極的になっている。

省エネ・
光熱費削減

• オール電化の光熱費シミュレーションにより、ガス併用に対する光熱費削減効果を見える化して、エンドユーザーへの訴求
ポイントとしている（ただし、光熱費削減効果の大きさはエリアによる）。

• 昼間沸き上げとすることで、保温のための電力消費も抑えられ、利用する大気熱の温度も高いため、効率的であり、電力消
費量・光熱費削減メリットが大きくなる。

• 加えて、一括受電としてヒートポンプ給湯機の群制御を行うことで、負荷を分散させて集合住宅全体のピーク負荷を下げ
て光熱費削減メリットを更に高める、太陽光発電等の自家消費率を最大化する等も可能となる。

その他
（レジリエンス性等）

• ヒートポンプ給湯機では、タンクの水を災害用水として活用できることと、災害時ガスよりも電気の復旧のほうが早いため、
レジリエンス性が高いこともメリットとなる。
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ヒアリング結果 ③ヒートポンプ給湯機採用に係るメリット・デメリット

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 ヒートポンプ給湯機のデメリットとしては、エコジョーズと比較して、設置スペース制約があること、機器・施工コストが高いこと、

調達・施工に関する情報が少なく調整に手間を要すること、エンドユーザー人気の高い床暖房への対応が難しいことが挙げられた。

 一方、設置スペース制約に関しては、既にメーターボックス内に設置できる300L・二段式タイプの製品も販売されているものの、

ヒートポンプ給湯機の採用実績が少ない企業においてそれが十分に認知されていないことも課題と考えられる。

ヒートポンプ
給湯機採用に係る

デメリット
ヒアリング調査結果概要

設置スペース制約

• ヒートポンプ給湯機の主な課題の一つが設置スペース制約。ただし、最近は、貯湯タンクの上に熱源を置く形でメーター
ボックス内に設置できる300Lタイプの製品が既に販売されており、これであれば大きな制約にならないものの当該製品
自体がデベロッパー側にも十分に認知されていない。

• また低層物件の場合は、比較的設置スペースに余裕があるため、そこまで大きな課題とはならない。

追加コスト
• エコジョーズに比べて機器・施工コストが高く（※追加コストの具体的な金額については各社回答にばらつきあり。詳細は次

頁）、機器更新時のエンドユーザー負担も大きい。
• 耐荷重は中高層であれば基本的に問題にならないが、低層物件の場合は基礎工事等が必要となるケースもある。

調達・施工に係る
情報不足、

調整に要する手間

• ガス給湯器はガス会社子会社が材工一貫で対応してくれ、標準的な価格が決まっており、コストが見通しやすい。
• これに対して、ヒートポンプ給湯機はサブコン毎に個別の調整が必要であり、価格のばらつきが大きく、デベロッパー側が

コントロールしにくい。また、情報自体が少ないため、情報収集に手間を要する。
• ただし、ヒートポンプ給湯機採用実績が関東の都心エリアに比べて相対的に多い関西エリアでは、電力会社や関連子会社等

からの協力も得やすく、ヒートポンプ給湯機の調達・施工の調整にかかる負担が比較的少ない。

エンドユーザー人気
の高い床暖房に

対応可能な機器の
少なさ

• 裸足文化の日本では床暖房人気が高く、首都圏の分譲集合住宅では標準的に採用されているが、オール電化で床暖房とす
るにはHP式温水床暖房を別途設置する必要があり、その分の室外機の設置スペースも必要となる。

• また、HP式温水床暖房の種類が少なく、エアコン付が基本であるためにコストが高い上、WEBプログラムでの評価も低い。

オール電化に
対する忌避感

• 首都圏ではオール電化に対する認知度が低く、オール電化での生活のイメージができていないエンドユーザーが多いため、
オール電化とした理由の説明が求められるケースもある。一方、採用実績の多い関西では比較的理解を得やすい。

• また、昨今の電力料金高騰のイメージが強いことと、ガスコンロ・ガス式浴室乾燥機を使えない等の理由から、オール電化
を忌避する層も一定程度いる。
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ヒアリング結果 ④ヒートポンプ給湯機採用に係る追加コスト

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

追加コスト ヒアリング調査結果概要

エコジョーズとの
コスト差の要因

• エコジョーズに比べてコスト増となる要因としては以下が挙げられた。

 エコジョーズと比べると機器本体コストが高い。

 受変電設備、電気幹線の増強が必要となるため、電気工事費がコストアップする。

 低層物件の場合はタンクを設置するための基礎工事等が必要となり、その分コストアップするケースもある。

 床暖房とする場合には、ヒートポンプ給湯機に加えて、HP式温水床暖房を別途採用する必要があり、その分の機器・施

工コストが追加で発生する。

• 一方、エコジョーズに比べてコスト減となる要因としては以下が挙げられた。

 ガス配管は不要となるため、その分のコストは削減できる。

エコジョーズに
対する追加コスト

• ヒートポンプ給湯機のみを採用する場合は、上記のコスト増要因とコスト減要因の両者を踏まえると、エコジョーズに対す

る正味の追加コストとしてはそこまで大きくないとの認識の企業が多かった。具体的な金額については、最もヒートポンプ

給湯機採用実績の多い企業の回答で1戸あたり平均30万円程度とのことであった。

• 一方、床暖房とするためにヒートポンプ給湯機に加えて、HP式温水床暖房も追加採用する場合には、より追加コストが大

きくなる。具体的な金額については、企業によるばらつきが大きく、50万円程度であるとする企業から、200万円以上で

あるとする企業も存在した。

 ヒートポンプ給湯機を採用した場合、エコジョーズを採用した場合と比較すると、機器コスト・施工コストが高くな

る一方、ガス配管が不要となるコスト減要因もあり、正味の追加コストとしてはそこまで大きくないとの見解が多

かった。

 ただし、床暖房とするためにHP式温水床暖房を採用する場合には、追加コストが大きくなり、その具体的な金額

としては50万円程度であるとの回答から、200万円以上であるとの回答まで幅広かった。
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ヒアリング結果 ⑤ヒートポンプ給湯機採用促進施策（1/2）

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 ヒートポンプ給湯機採用促進のための施策としては、大きくヒートポンプ給湯機採用のインセンティブをつくる施策と、採用の

ハードルを下げる施策という2つの方向性のご意見を頂いた。

 インセンティブをつくる施策としてはZEH・BEI等基準の新設・見直しとそれに伴うWEBプログラム上の評価ロジックの見直し、

エンドユーザーに対する啓発、ヒートポンプ給湯機採用/利用に対する優遇措置、メリットが得やすい市場環境の整備が挙げられ

た。
ヒートポンプ給湯機採用促進施策 ヒアリング調査で頂いたご意見

ヒートポンプ
給湯機採用の
インセンティブ
をつくる施策

ZEH新基準の
新設

• 現状、ZEH-M Orientedはエコジョーズを採用しても取得可能であり、上位ランクであるZEH-M Ready
は再エネ設備導入が難しいことから取得困難であるため、ZEH達成のためにヒートポンプ給湯機を採用する
インセンティブがない状況。

• このため、エコジョーズではなくヒートポンプ給湯機を採用しなければ達成できない、ZEH-M Orientedと
ZEH-M Readyとの中間的な基準を設けられれば、デベロッパーも採用を進める可能性がある。

BEI評価ロジッ
クの改善

• 上記のZEH新基準の新設とあわせて、WEBプログラムにおける評価の在り方も見直していくべき。

• 具体例として、昼間沸き上げのヒートポンプ給湯機によるBEIの低減効果も正しく評価されるようにすべき。

エンドユーザー
に対する啓発

• エンドユーザーがオール電化での生活のイメージを持てていないことが問題。

• 電力会社主導でオール電化の良さを訴求する取組が必要では。エンドユーザー側の環境意識やZEHの認知
度が向上している中で、オール電化×再エネとすることでカーボンニュートラルな生活ができるというコンセ
プトでの訴求も有効。

ヒートポンプ
給湯機利用の

優遇

• 上記のZEH新基準を満たした集合住宅を購入する顧客に対しても、住宅ローン減税上乗せ、所得税減税、金
利優遇等のメリットを付与できるとよい。ランニングコストの還元よりも訴求性があると考えられる。

• 加えて、群制御・DR等の取組に対する補助や、それらによるメリットが出やすい電力料金メニューの開発（昼
間沸き上げ用の電力料金メニュー等）も必要。例えば、アグリゲーター（一括受電事業者、メーカー等）がサブス
ク・リース方式でヒートポンプ給湯機を設置し、DR制御・メンテナンスまで行う取組に補助することも一案。

自家消費・DRに
よって利益を

得られる
市場環境の整備

• 従来型の夜間沸き上げではなく、昼間沸き上げを基本として、効率的に運転（保温時間の短縮、昼間の高い温
度の大気熱の利用）しながら、太陽光発電の余剰電力を有効活用する形で促進することが望ましい。

• 現状、集合住宅に設置されている太陽光発電については、余剰電力を売電して収入を得るスキームとしてい
るケースもあり、その場合はヒートポンプ給湯機の採用インセンティブが働かない。ヒートポンプ給湯機の群
制御・DRを行うことで新たな収入が得られるスキームが必要。
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ヒアリング結果 ⑤ヒートポンプ給湯機採用促進施策（2/2）

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 ヒートポンプ給湯機採用のハードルを下げる施策としては、補助金によるコスト低減や床暖房の必要性の見直し、集合住宅で採用

しやすいヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の開発・情報提供、デベロッパーの負担の少ない供給体制整備等が挙げられた。

ヒートポンプ給湯機採用促進施策 ヒアリング調査で頂いたご意見

ヒートポンプ
給湯機採用の
ハードルを
下げる施策

相対的なコスト低減

• ヒートポンプ給湯機のイニシャルコストを下げるための補助金は、デベロッパー向けとすると、工期が長
い中高層物件以上では活用が難しいケースも多いが、工期が短い低層物件では活用可能性はある。

• また、メーカー向けの補助金とすることで、機器コストが低減した状態で調達できるようになるほうがデ
ベロッパーとしては有難い。

• 補助対象として、ヒートポンプ給湯機採用物件だけでなくヒートポンプ給湯機採用Ready、DR Ready
な物件も含める、ヒートポンプ給湯機を正しく評価・制御できるプログラミング開発費用も含めることも
考えうる。

断熱性能等を踏まえた
床暖房の必要性の見直し・
HP式温水床暖房の開発

支援

• 新築分譲集合住宅であればZEHが基本となっており、断熱性能が高く、床暖房がなくとも快適に過ごす
ことができるため、床暖房が本当に必要なのか疑問※。

• 床暖房なしのヒートポンプ給湯機採用物件でも、顧客からも床暖房がないことを質問されることはある
ものの、それを理由に購入をやめる顧客は少ない。

※ただし、断熱性能が向上すれば、逆に室内空気全体を対流式で温めるエアコンではなく、床だけを温める輻射式の
床暖房のほうが効率的、快適性も高いとの意見もあり。

集合住宅で採用しやすい
ヒートポンプ給湯機・
ハイブリッド給湯機の

普及促進

• 既にメーターボックスやパイプスペース内に設置可能なヒートポンプ給湯機やハイブリッド給湯機が販売
されているが、デベロッパー側に十分に認知されていないため、普及啓発や情報共有の取組も必要。

• エンドユーザーからの人気の高い床暖房が標準採用となっている首都圏の事業者としては、省エネ性能
の高い床暖房付きのヒートポンプ給湯機が開発されるとよい（現状はオール電化で床暖房を採用するに
は、エアコン付HP式温水床暖房が主な選択肢だが、コスト、設置スペース、省エネ性能の観点から採用が
困難）。

デベロッパーの負担の少
ない（調達・施工に係る情
報収集、調整等を行いや
すい）供給体制の整備

• ガス給湯器のように材工一貫で調達～施工まで対応してくれる供給体制が整備されれば、ヒートポンプ
給湯機を採用しやすくなる。

• ガス給湯器が強いのはガス会社による営業・提案によるところも大きく、オール電化を推進する上でも、
電力会社等による営業・提案は重要。

ヒートポンプ給湯機採用
が必要不可欠な環境整備

• SBTで既に表明されている燃焼式禁止はインパクトが大きいが、日本では国の政策・制度として燃焼式
禁止の措置を講じることの実現可能性は高くないと考える。
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出 所 ） 資 源 エ ネル ギ ー 庁 ,  “ ネッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネル ギ ー ・ ハ ウス 実 証 事 業 調 査 発 表 会 2 0 2 3 ” (閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 9 月 1 7 日 ) ,  

h t t p s : / / s i i . o r . j p / m e t i _ z e h 0 5 / u p l oa d s / Z E H _ c on f e r e n c e _ 2 0 2 3 . p d f #p a g e = 1 8

 ZEH-Mの条件は、一定の断熱性能（ZEH基準）・再エネを除いた省エネ率（20%以上）を満たすこととされてい

るが、高層化に伴って創エネにより当該住宅のエネルギー消費量を賄うことが難しくなることを考慮し、再エネを

含んだ省エネルギー率の達成度により定義が4段階に分類されている。

 分類は省エネ率が高い順に、『ZEH-M』（100%以上）、Neary ZEH-M（75％～100％）、ZEH-M Ready

（50～75％）、ZEH-M Oriented（再エネ導入は不要）と定められている。

（参考）ZEH-M（集合住宅におけるZEH）の定義

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握
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出 所 ） 国 土 交 通 省 ,  “ 省 エ ネ基 準 の 概 要 ” ( 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 9 月 1 7 日 ) ,  h t t p s : / / w w w . m l i t . g o . j p / c om m on / 0 0 1 5 0 0 2 5 2 . p d f

（参考）BEI（Building Energy Index）の定義

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 BEI（Building Energy Index）は、実際に建てる建物に設置する空気調和設備、換気設備、照明設備、給湯

設備の設計一次エネルギー消費量を、地域や室の構成・用途、室使用条件等により定められている基準一次エネ

ルギー消費量で除した値と定義される。

- 省エネ率は（1-BEI）を％換算した値であるため、例えばBEI=0.8の場合、省エネ率は20%となる。
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 ヒアリング結果に基づく、現在標準的に採用されているエコジョーズと、ヒートポンプ給湯機等のメリット・デメリットは下表の通り。

 ヒートポンプ給湯機普及のためにはデメリットを補うための施策を講じるとともに、メリットを訴求する・より高めていく施策が必要。

（参考）各給湯器のメリット・デメリットの比較

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

メリット
デメリット コスト 設置スペース 商流・サプライチェーン 省エネ性・光熱費削減 その他の付加価値

エコジョーズ

◎
• 機器・施工コストが最も安価
• 機器・施工コストの標準価格

が決まっており、コスト見通し
を立てやすい

◎
• 機器サイズが最も小さく、コン

パクト

◎
• ガス会社子会社が材工一貫

で調達～施工まで実施する
供給体制が確立されている

△～〇
• セーブモード搭載リモコン付ガ

ス式温水床暖房の採用により、
床暖房を採用しつつZEH-M 
Orientedを取得可能

〇
• エンドユーザー人気の高い設

備（ガス式温水床暖房、ガスコ
ンロ、浴室乾燥機等）を採用可
能

ヒートポンプ
給湯機

△～〇
• エコジョーズと比べて機器

・施工コストが高い
• ガス配管が不要になるため、

その分のコストが下げられる
• 実績が少なく、標準価格が決

まっていないため、コスト見通
しも立てにくい

△～〇
• 貯湯タンク＋熱源の設置ス

ペースの確保が必要
• ただし、メーターボックス内に

設置可能な300Lタイプの商
品も出てきている

△～〇
• 物件毎にサブコン等との個別

調整が必要
• 一部では電力会社・関連子会

社等からの協力が比較的得
やすいエリアも存在する

〇～◎
• エコジョーズに比べて省エネ率

（BEI削減率）は高い
• ただし、ZEH基準に当てはめる

とエコジョーズと同じZEH-M 
Orientedの水準に留まる

• 一括受電＋群制御を行うことで、
光熱費を大幅に削減可能

〇
• レジリエンス性が高い（タンク

の水を災害時に活用可能、災
害時の電気の復旧が早い）

• 電気の再エネ化により再エネ
率100%も実現可能

• 昼間沸き上げにより太陽光発
電の余剰電力を活用可能

＋
HP式

温水床暖房

×～△
• 室外機設置スペースの都合上、

エアコン付機器が現実的な選
択肢となるが、機器・施工コス
トが高い

×
• エアコン・床暖房の室外機が

必要であり、一体型であって
も室外機サイズが大きいため、
設置スペース確保が必要

△
• メーカー・商品の選択肢自体

が少ない

△
• 消費電力量の増大につながり、

WEBプログラムによる省エネ率
（BEI削減率）の評価も悪化

〇
• エンドユーザー人気の高い床

暖房を採用

ハイブリッド
給湯機

〇
• エコジョーズと比べて機器コ

ストが高価
• 一部エリアでは、ガス会社の

割引により安価に調達可能

〇
• 小型タンクの設置スペースの

確保が必要
• ただし、パイプスペース内に設

置可能なタイプの商品も出て
きている

〇
• 一部ではガス会社子会社が

材工一貫で調達～施工まで
実施する供給体制が確立さ
れているエリアもある

• その他エリアについては採用
実績が少なく、調整等に手間
を要する

〇～◎
• エコジョーズ・ヒートポンプ給湯

機に比べて省エネ率（BEI削減
率）が高い

• ただし、ZEH基準に当てはめる
とエコジョーズと同じZEH-M 
Orientedの水準に留まる

〇
• エンドユーザー人気の高い設

備（ガス式温水床暖房、ガスコ
ンロ、浴室乾燥機等）を採用可
能

• 故障時にも、故障していない
ほうの給湯器でお湯を沸かす
ことが可能

エネファーム

△
• 最も機器コストが高価
• 一部エリアでは、ガス会社の

割引により安価で調達可能

△
• 機器サイズが大きく設置ス

ペースの確保が必要

〇
• ガス会社子会社が材工一貫

で調達～施工まで実施する
供給体制が確立されている

◎
• エコジョーズ・ヒートポンプ給湯

機・ハイブリッド給湯機より省エ
ネ率（BEI削減率）が高く、
ZEH-M Readyを取得可能

〇
• エンドユーザー人気の高いガ

ス式温水床暖房が採用可能
• レジリエンス性が高い（災害時

に発電可能）
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（参考）集合住宅向けヒートポンプ給湯機等の製品ラインナップ

STEP2 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機採用に係る課題・ニーズの把握

 デベロッパー各社へのヒアリングにおいて、集合住宅向けヒートポンプ給湯機等のラインナップの少なさに関する言及があったことを踏まえ

て、給湯省エネ事業、賃貸給湯省エネ事業、子育てエコホーム事業の補助対象機器の登録メーカーを対象に、ヒートポンプ給湯機、ハイブリッ

ド給湯機、HP式温水床暖房の製品ラインナップを整理した。なお、ヒートポンプ給湯機は集合住宅への設置が多いと考えられる貯湯タンク

容量が370L以下の給湯器の製品ラインナップを整理した。

 小人数世帯向けの小貯湯容量（180L等）製品はメーカーが限られるものの、貯湯容量が300L程度の製品は複数のメーカーが生産してい

る。貯湯容量が300L程度の製品では室外機と貯湯タンクの二段式施工が可能な製品も存在する。

 また、床暖房機能付きヒートポンプ給湯機は、現在パナソニック一社が370L・460L製品のみ生産している。

メーカー

ヒートポンプ給湯機
ハイブリッド

給湯機
HP式

温水床暖房
貯湯容量

180L 300L 370L 床暖房付

三菱電機 〇 〇 〇 ― ― 〇
（エアコン付）

コロナ 〇
（１８５L）

〇
（310L/ 300L

（集合住宅向け））
〇 ― ― ―

パナソニック 〇
（195L）

〇 〇 〇 ― 〇
（エアコン付）

日立グローバルライフ
ソリューションズ

― ― 〇 ― ― ―

長府製作所 ― 〇
（310L）

〇 ― ― ―

ダイキン工業 ― 〇
（320L）

〇 ― ― 〇
（エアコン付）

ノーリツ ― ― ― ― 〇 ―

リンナイ ― ― ― ― 〇 ―

出 所 ） メー カ ー 各 社 ウ ェ ブ サ イ ト ・ 製 品 カ タ ロ グ に 基 づ き 作 成
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STEP3

新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に

向けた施策案の検討
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 ヒートポンプ給湯機採用の意思決定者はデベロッパーであるが、多くのデベロッパーにとって、ヒートポンプ給湯

機は採用のインセンティブがなく、採用のハードルが高い機器という認識である。

ヒートポンプ給湯機採用に係る課題と施策の方向性

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

ヒートポンプ給湯機採用に係る課題 施策の方向性

ヒートポンプ給湯機を採用せず
ともZEHを取得可能

ヒートポンプ給湯
機採用のインセン
ティブがない

ZEH新基準の新設・
BEI評価ロジックの改善

自家消費・DRによって利益を
得られる市場環境の整備

ヒートポンプ給湯機の採用が
必要不可欠な環境の整備

ZEHの基準が甘い

標準価格が決まっておらず価格が見通しにくい

HP式温水床暖房が高い

集合住宅で採用しやすいヒートポンプ給湯機・ハイ
ブリッド給湯機、床暖房の選択肢が少ない

ヒートポンプ給湯
機採用のハード

ルが高い

ガス給湯器のように材工一貫発注ができず、
調達・施工に係る各主体との調整に手間がかかる

顧客ニーズが薄い

電気料金高騰のイメージ

オール電化に対する忌避感
（ガスコンロが使えない 等）

オール電化のメリットに対する認知不足
（レジリエンス性が高い 等）

採用コストが高い

必要設置スペースが大きい

発注の手間がかかる

ヒートポンプ給湯機採用の知識・ノウハウ不足

エンドユーザーに対する啓発・
ヒートポンプ給湯機利用の優遇

相対的なコスト低減

デベロッパーが調達・施工に係る
情報収集、調整等を行いやすい

供給体制の整備

余剰売電スキームが儲かる

機器・施工コストがガスと比して高い

床暖房の必要性の見直し/
HP式温水床暖房の製品開発

集合住宅で採用しやすい
ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド

給湯機の普及促進

群制御・DRで得られるコストメリットよりも売電
収入のほうが高い市場環境
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（参考）施策の方向性とセグメントの対応関係

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

施策の方向性

関東 関西

分譲マンション
賃貸マンション・

アパート
分譲マンション

賃貸マンション・
アパート

ヒートポンプ給
湯機採用の
インセンティブ
をつくる施策

ZEH新基準の新設
◎

住宅ローン減税等との組み合わせ
が考えられ、持家に対して効果的

○
◎

住宅ローン減税等との組み合わせ
が考えられ、持家に対して効果的

○

BEI評価ロジックの改善 ○ ○ ○ ○

エンドユーザーに対する啓発
◎

関西と比べてオール電化への
馴染みが薄いため効果的

◎
関西と比べてオール電化への

馴染みが薄いため効果的
○ ○

ヒートポンプ給湯機利用の促進 ○ ○ ○ ○

自家消費・DRによって
利益を得られる市場環境の整備

○

◎
特に低層賃貸物件はPVの余剰売
電スキームを代替できる可能性が

あるため効果的

○

◎
特に低層賃貸物件はPVの余剰売
電スキームを代替できる可能性が

あるため効果的

ヒートポンプ給
湯機採用の
ハードルを
下げる施策

相対的なコスト低減 ○ ○ ○ ○

断熱性能等を踏まえた
床暖房の必要性の見直し

△
床暖房なし物件に注力している
主要デベロッパーが不在のため

床暖房採用をやめにくい

△
床暖房なし物件に注力している
主要デベロッパーが不在のため

床暖房採用をやめにくい

○ ○

HP式温水床暖房の開発支援 ○
△

賃貸物件は床暖房採用率
が低いため効果薄

○
△

賃貸物件は床暖房採用率
が低いため効果薄

集合住宅で採用しやすいヒートポンプ
給湯機・ハイブリッド給湯機の普及促進

○ ○ ○ ○

デベロッパーが調達・施工に係る
情報収集、調整等を行いやすい
供給体制の整備

◎
関西と比べて採用実績がより少なく
情報も不足しているため、効果的

◎
関西と比べて採用実績がより少なく
情報も不足しているため、効果的

○ ○

ヒートポンプ給湯機の採用が
必要不可欠な環境の整備

○ ○ ○ ○

 検討した施策はSTEP1で整理した主要セグメントいずれでも有効と考えられるが、効果の大小は異なる。
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ヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案（1/2）

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

• 省エネ性能を重視したZEH基準の新設
（省エネ基準30%のZEH-M Orientedの上位基準）

• エンドユーザーが補助金・減税を
期待して新ZEH基準の住宅を選
好

• ZEH標準化を掲げている大手マ
ンションデベロッパーを中心に、
新ZEH基準達成のためにヒート
ポンプ給湯機採用が活発化

施策の方向性

ZEH新基準の新設

エンドユーザーに対する啓発

施策内容 期待される効果

• WEBプログラムの評価ロジック変更
 HP式温水床暖房の評価組み込み
 電気の一次エネ換算係数として全電源平均係数の採用

（電気設備の評価が改善）
 群制御、セントラル式の評価組み込み、電気の一次エネ

換算係数の時間帯別評価（DRに配慮した設計を評価）

BEI評価ロジックの改善

• オール電化住宅購入に対する補助金・減税
• ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の電気料金優遇
• DRへの協力に対するポイント等の付与
• カーボンプライシングによるガス料金の引き上げ

• オール電化のメリットを宣伝するCM

• オール電化を積極的に選ぶエン
ドユーザーが増加

ヒートポンプ給湯機利用の優遇

自家消費・DRによって
利益を得られる市場環境の整備

• FIT買取価格の更なる引き下げ
• 容量市場の整備

• 「おひさまエコキュート」向け電気料金メニューの導入・拡充
• 一括受電×オール電化×群制御・DRモデル/スキームの構築
• 余剰買電価格の引き下げ

• 群制御・DRを行う事業者に対する認証制度・補助金

• 【分譲】エンドユーザーにとって
ヒートポンプ給湯機採用のメリット
拡大

• 【賃貸】余剰売電と比べた自家消
費・DRの経済的メリットが拡大す
ることで、自家消費・DRスキーム
で工夫をするオーナーが増加

• 物件開発時にアグリゲーターから
デベロッパーに対する営業が活発
化

• 新ZEH基準の住宅購入に対する補助金・減税

経産省

経産省

施策の実施主体 施策の対象

設計事務所

エンドユーザー

国交省

電力会社
メーカー

経産省

エンドユーザー
賃貸オーナー

電力会社
一括受電事業者

アグリゲーター
（一括受電事業者・
メーカー等も含む）

経産省

設計事務所

エンドユーザー国交省

非化石転換関連ZEH関連 DR Ready関連 その他

注 釈 ） 燃 焼 式 給 湯 器 ＝ ガ ス 給 湯 器 等

効 果 的 と 考 え られ る 施 策 内 容 （ 塗 り つ ぶ し て い る も の ） を 後 述 の 施 策 ロ ー ド マ ッ プ で 整 理 。

ヒートポンプ給湯機採用のインセンティブをつくる施策
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ヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案（2/2）

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

• ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の技術開発支援
• ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機製造への誘導

• 安価なヒートポンプ給湯機・ハイブ
リッド給湯機の選択肢が増える

施策の方向性

相対的なコスト低減

施策内容 期待される効果

• ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の導入に対する補
助金、軽減税率の導入

• ヒートポンプ給湯機採用に対する容積率緩和の優遇

• 中小デベロッパーでもヒートポン
プ給湯機・ハイブリッド給湯機を
採用しやすくなる

デベロッパーの負担の少ない
（調達・施工に係る情報収集、調整
等を行いやすい）供給体制の整備

ヒートポンプ給湯機の採用が
必要不可欠な環境の整備

• 企業に対するGHG削減目標の義務化

• 新築建物への燃焼式給湯器導入の制限・禁止

• ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機製造への誘導

• 燃焼式給湯器の新設禁止

• デベロッパーがヒートポンプ給湯
機を選択せざるを得ない環境と
なる

• デベロッパーに対するヒートポンプ給湯機の積極的な営業
• 材工一貫でヒートポンプ給湯機を導入できる仕組み、サプラ

イチェーンの構築

• 発注時の手間がガスと同程度に
簡便になり、ヒートポンプ給湯機
採用のハードルが下がる

経産省

施策の実施主体 施策の対象

メーカー

デベロッパー

電力会社

環境省

国交省

経産省

SBTi

デベロッパー

デベロッパー

メーカー

デベロッパー

断熱性能等を踏まえた
床暖房の必要性の見直し

• 高額なHP式温水床暖房の採用
が不要となり、ヒートポンプ給湯
機の採用ハードルが下がる• 床暖房のない物件の販売事例を増やすデベロッパーデベロッパー

エンドユーザー電力会社 • 床暖房がなくとも快適に生活できることをPR

集合住宅で採用しやすい
ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド

給湯機の普及促進 • 集合住宅向けに採用しやすい給湯器や設置方法等に関する
営業活動

• 集合住宅向けに採用しやすいヒートポンプ給湯機・ハイブリッ
ド給湯機（メーターボックス内に格納できるヒートポンプ給湯
機、セントラル式ヒートポンプ給湯機等）の開発支援

• オール電化を積極的に選ぶエン
ドユーザーが増加

デベロッパー

経産省

電力会社

メーカー • 貯湯タンクや室外機置場等の課
題が改善し、デベロッパーのヒー
トポンプ給湯機採用ハードルが
下がる

HP式温水床暖房の開発支援
• ヒートポンプ給湯機と併用しやすいHP式温水床暖房等の開

発支援

経産省 メーカー

経産省
主要政令指定都市等

非化石転換関連ZEH関連 DR Ready関連 その他

注 釈 ） 燃 焼 式 給 湯 器 ＝ ガ ス 給 湯 器 等

効 果 的 と 考 え られ る 施 策 内 容 （ 塗 り つ ぶ し て い る も の ） を 後 述 の 施 策 ロ ー ド マ ッ プ で 整 理 。

ヒートポンプ給湯機採用のハードルを下げる施策

• ヒートポンプ給湯機の採用義務化・検討義務化主要政令指定都市等
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ヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策ロードマップと波及効果

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

施
策
の
実
施
主
体

2024 20262025 2030～

経産省

国交省

●非化石転換の議論開始

●DR Ready勉強会施策案に関連する
国の動き

●GX-ETS

第3フェーズ開始

(2033～）

電力会社
・

一括受電
事業者

メーカー

デベロッパー

2027

●GX-ETS第2フェーズ開始

●省エネ基準適合全面義務化

2028 2029

• 省エネ性能を重視したZEH基準の新設

• ヒートポンプ給湯機採用時の床暖房の最適化（HP式温水床暖房採用、床暖房なし等）

• ZEH新基準の住宅ローン減税・補助金

• 群制御・DRを行う事業者に対する
認証制度・補助金

• 集合住宅向けヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の技術開発支援
• 非化石転換制度によるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の製造・販売促進

ヒートポンプ給湯機の材工一貫施工体制・サプライチェーンの構築

• WEBプログラムの評価ロジック変更

• 集合住宅向けヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の技術開発

• 群制御・DRサービスを組み込んだ集合住宅増加に伴うヒートポンプ給湯機の更なる採用増加

• サブスクリプション方式/リース方式による群制御・DRサービスの提供

• オール電化マンションのPR、デベロッパーへの営業

• ヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機利用に対する電気料金優遇
• DRの取組に対するポイント付与

＜凡例＞

ZEH関連

非化石転換関連

DR Ready関連

その他

枠線あり：国の施策

枠線なし：民間の取組

・波及効果

 ZEHの新基準策定がヒートポンプ給湯機普及のためのカギであり、加えてDR Readyや非化石転換関連の施

策、電力会社による自主的な取組等で後押しすることで、更なる普及拡大が期待できる。

• 昼間沸き上げヒートポンプ給湯機（「おひさまエコキュート」）等向け電気料金メニューの導入・拡充

東京都等 • ヒートポンプ給湯機採用物件に対する優遇措置（容積率緩和上乗せ等）/採用義務化、検討義務化等

• ZEH新基準達成のためヒートポンプ給湯機の採用増加
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出 所 ） 資 源 エ ネル ギ ー 庁 ,  “ 第 4 6 回 総 合 資 源 エ ネル ギ ー 調 査 会 省 エ ネル ギ ー ・ 新 エ ネル ギ ー 分 科 会 省 エ ネル ギ ー 小 委 員 会  資 料 3 ” (閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 9 月 1 9 日 ) ,

 h t t p s : / / w w w . m e t i . g o . j p / s h i n g i k a i / e n e c h o/ s h oe n e _ s h i n e n e / s h o _ e n e r g y/ p d f / 0 4 6 _ 0 4 _ 0 0 . p d f

（参考）不動産協会によるZEH新基準創設の要望

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討
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※ S B T i （ S c i e n c e  B a s e d  T a r g e t s i n i t i a t i v e ） と は、 企 業 に 対 し て パリ 協 定 に 沿 っ た 温 室 効 果 ガ ス 排 出 削 減 目 標 の 基 準 を 提 供 す る イ ニシ ア テ ィ ブ で あ る 。 大 手 デベ ロ ッ パー の 多 く が S B T i か ら 認 定 を 受 け 、

S B T i が 定 め る 基 準 に 沿 っ て 温 室 効 果 ガ ス 排 出 削 減 に 取 り 組 ん で い る 。

出 所 ） S B T i  B u i l d i n g s  C r i t e r i a V E R S IO N 1 . 0  (閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 1 0 月 3 日 ) ,

h t t p s : / / s c i e n c e b a s e d t a r g e t s . o r g / r e s ou r c e s / f i l e s / S B T i - B u i l d i n g s - Cr i t e r i a . p d f

（参考）SBTiにおける化石燃料設備の新設禁止

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

 SBTi※ではセクターごとに目標設定基準等を定めたセクターガイダンスを策定しており、建物セクターのガイダ

ンスは2024年8月にバージョン１.0が公開された。

 ガイダンスの中で、建物セクターのガイダンスを使用した目標設定が義務付けられている企業に対して、遅くとも

2030年以降に化石燃料設備を新設しないことを公約として求めている。

 この要件は新築建物だけでなく既存建物にも適用され、耐用年数に達した化石燃料設備は設備更新時に化石燃

料を必要としない設備に置き換えることが求められる。

SBTi 建物基準を使用して目標を設定することが義務付けられている企業は、遅くとも 2030年
以降、自社の建物ポートフォリオに対して、自社が所有または財務的に管理する新しい化石燃料機
器を設置しないことを公に約束する必要がある

化石燃料設備新設に関する要件
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（参考）国内外のヒートポンプ給湯機普及に向けた施策・インセンティブ

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

フェーズ 施策分類 施策概要 施策の対象 採用している国・地域、事業者（例）

導入段階

【規制的措置】
燃焼式機器（ガス機器等）の
設置・利用に対する制限

• 建築基準法等において、新築住宅・建築物
等での燃焼式機器（ガス機器）の新設・利用
を禁止/制限

建築主
• 米国西部・北東部地域（カリフォルニア

州、ニューヨーク州等）※1

• 欧州12か国（英国、独国、仏国等）※2

【規制的措置】
燃焼式機器（ガス機器等）の
製造に対する制限

• 燃焼式機器（ガス機器）の製造事業者にヒー
トポンプ機器等の販売の台数要件や非化石
比率等の目標等を設定

メーカー

• 英国：Clean Heat Market 
Mechanism

• 日本：非化石転換制度
※いずれも現在検討中

【経済的支援】
イニシャルコス
ト低減

税制優遇
• 本体の税制優遇により、イニシャルコストを

低減
エンドユーザー
等

• 欧州：ヒートポンプ設置時のVAT(付加
価値税)の軽減

補助金
• 本体への補助金により、イニシャルコストを

低減

エンドユーザー • 日本：給湯省エネ事業

建設会社、販売
事業者

• 米国カリフォルニア州：TECH Clean 
Californiaプログラム

運用段階

【経済的支援】
常時のランニン
グコスト低減

電気料金
の優遇

• 電気料金がガス料金に対し高い場合に、従
来のガス給湯器と比べ運用費が高くなりす
ぎないようにするため、ヒートポンプ給湯機
向けの電気料金を設定

エンドユーザー

• EDF（英国・総合エネルギー会社）：
Heat Pump Tracker Tariff

• OVO Energy（英国・新電力）：
Heat Pump Plus tariff

【経済的支援】
DRに対する
経済的インセン
ティブ付与

時間帯別
電気料金

• DRして欲しい時間帯の電気料金を安くす
ることで、DRに対応した需要家が経済メ
リットを得られる電力料金メニューを設定

エンドユーザー

• Octopus Energy（英国・新電力）：
Cosy Octopus Tariff

• PG＆E（米国・大手電力会社）：
Electric Home Rate Plan

ポイント等
の還元

• DRして欲しい時間帯にDRに対応した需要
家に対して、ポイント等を還元 エンドユーザー

• 九州電力：「節電チャレンジ」「使ってお
得・エコチャレンジ」プログラム

※ 1 米 国 南 部 ・ 中 西 部 地 域 で は「 ガ ス 利 用 禁 止 」 を 禁 止 す る 州 政 府 も あ る 。 ※ 2  2 0 2 3 年 4 月 時 点 。

 ヒートポンプ給湯機の普及に向けた施策・インセンティブとしては、欧米を中心に実施されている燃焼式機器採用を

制限する規制的措置の他、イニシャルコストを低減する、もしくは運用段階のメリットを高める経済的支援がある。
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（参考）ヒートポンプ普及拡大に向けた新たなビジネスモデル（1/2）

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

 EHPA（欧州ヒートポンプ協会）では、公的資金による経済的支援等だけでなく、適切な規制環境を整備すること

で、エンドユーザー等にとっての負担軽減/価値向上につながる、下表のような新たなビジネスモデル・資金調達

モデルの出現を促すことも、ヒートポンプ普及に向けた施策の一つであるとしている。

ビジネスモデル 概要

①
EaaS/HaaS

(Eenergy/Heat as a Service)

• 事業者がヒートポンプの設置等に係る費用を負担し、エンドユーザーは冷暖房サービスの

費用を支払うモデル。

• エンドユーザーにとっては初期投資が不要になる。

②
エネルギーサービス契約

（ESA: Energy Service Agreements）

• 太陽光発電における第三者所有と同様に、事業者がヒートポンプの設置、運用に係る費

用を負担する一方、エネルギーコスト削減分の一部を得るモデル。

• エンドユーザーにとっては初期投資が不要になる。

③ ESCO

• ESCO事業者が省エネルギー改修に係る包括的なサービスの一環として、ヒートポンプ

の設置を行うモデル。

• ESCO事業者はEaaS/HaaSやエネルギーサービス契約も提供可能。

④ サブスクリプション • エンドユーザーがヒートポンプの利用に係る月額料金を支払うサブスクリプションモデル。

⑤
オンビル・ファイナンス

（OBF: On-Bill Financing）

• エンドユーザーが、電力会社等が提供する融資によりヒートポンプを設置し、電力料金等

の支払いを通じて段階的に返済するモデル。

⑥ 変動型電力料金
• 電力会社等が、エンドユーザーがヒートポンプの運転時間をシフトすることで経済メリット

を得られる変動型電力料金を設定するモデル。

⑦ 変動型電力料金＋系統サービス
• アグリゲーターが、エンドユーザーのヒートポンプを束ねて系統サービス（需給調整等）に

活用して収入を得て、その一部をエンドユーザーに還元するモデル。

出 所 ） E u r op e a n  H e a t  P u m p  A s s oc i a t i on  (E H P A )  , “ F i n a n c i n g  h e a t  p u m p s  –  b a r r i e r s  a n d  s o l u t i on s ” (閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 9 月 2 7 日 ) ,

 h t t p s : / / w w w . e h p a . o r g / w p - c on t e n t / u p l oa d s / 2 0 2 4 / 0 5 / F i n a n c i n g - h e a t - p u m p s - b a r r i e r s - a n d - s o l u t i on s _ F i n a l - v e r s i on _ M a y- 2 0 2 4 . p d f に 基 づ き 作 成
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（参考）ヒートポンプ普及拡大に向けた新たなビジネスモデル（2/2）

STEP3 新築集合住宅におけるヒートポンプ給湯機拡大に向けた施策案の検討

 前頁の新たなビジネスモデルのうち、①～⑤はエンドユーザーのヒートポンプの設置等に係る初期費用負担を軽減するビジネスモ

デルであり、⑥・⑦は運用段階においてエンドユーザーがヒートポンプの需要をシフトすることにより新たな対価（電力料金の削減、

アグリゲーターを介した市場取引収入の還元等）が得られるようにするビジネスモデルであるといえる。

①EaaS/HaaS

②エネルギーサービス契約

③ESCO

④サブスクリプション

⑤オンビル・ファイナンス

⑥変動型電力料金

⑦変動型電力料金

＋系統サービス

従来型ビジネスモデル

エンドユーザーの

ヒートポンプの

設置等に係る

初期費用負担を

軽減する

ビジネスモデル

エンドユーザーが

ヒートポンプ活用

により新たな対価

を得られる

ビジネスモデル

出 所 ） E u r op e a n  H e a t  P u m p  A s s oc i a t i on  (E H P A )  , “ F i n a n c i n g  h e a t  p u m p s  –  b a r r i e r s  a n d  s o l u t i on s ” (閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 9 月 2 7 日 ) ,

 h t t p s : / / w w w . e h p a . o r g / w p - c on t e n t / u p l oa d s / 2 0 2 4 / 0 5 / F i n a n c i n g - h e a t - p u m p s - b a r r i e r s - a n d - s o l u t i on s _ F i n a l - v e r s i on _ M a y- 2 0 2 4 . p d f に 基 づ き 作 成
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【参考資料1】STEP1-③

デベロッパー以外のキープレイヤートレンドの分析



52

出 所 ） U z a b a s e ， “ S P E E D A 決 算 情 報 デー タ ベ ー ス ビ ル ・ 住 宅 建 築 業 界 （ 小 分 類 ） 売 上 高 T O P 3 0 ” に 基 づ き 作 成

 ビル・住宅建築向け事業を中心に行う主要ゼネコン企業の売上高上位30位（直近決算ベース）は下表の通り。

【設計・施工会社】ビル・住宅建築向け主要ゼネコン企業

【参考資料1】STEP1-③ デベロッパー以外のキープレイヤートレンドの分析

順位 区分
売上高(百万円）
（直近年度）

従業員数（人）

1 長谷工コーポレーション 1,094,421 7,829

2 東建コーポレーション 340,835 N/A

3 スターツコーポレーション 233,408 4,672

4 ピーエス・コンストラクション 129,294 1,687

5 矢作建設工業 119,824 1,324

6 イチケン 96,373 652

7 JFEシビル （非上場） 89,833 N/A

8 髙松建設 （非上場） 86,000 N/A

9 大日本土木 （非上場） 81,900 N/A

10 青木あすなろ建設 （非上場） 78,158 921

11 西武建設 （非上場） 51,302 N/A

12 南海辰村建設 43,626 484

13 メルディアDC （非上場） 35,745 259

14 大成ユーレック （非上場） 35,728 413

15 アイシン開発 （非上場） 35,228 N/A

順位 区分
売上高（百万円）
（直近年度）

従業員数(人）

16 美樹工業 32,203 840

17 向井建設 （非上場） 31,547 N/A

18 ファーストコーポレーション 25,544 1,365

19 小原建設 （非上場） 19,600 N/A

20 工藤建設 19,580 136

21 信越アステック （非上場） 16,384 2,386

22 ソネック 16,180 145

23 明和工務店 （非上場） 13,435 341

24 サンユー建設 11,547 372

25 金下建設 10,659 270

26 田中土建工業 （非上場） 10,014 515

27 新太平洋建設 （非上場） 7,797 N/A

28 三東工業社 6,920 225

29 サイタホールディングス 5,817 371

30 大協建材 （非上場） N/A N/A
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 不動産仲介会社では、国内仲介件数で集計した際に大東建託が他社に比して非常に件数が多い。

 2位以降は東建コーポレーション、ハウスメイトグループ、タウンハウジング等が同水準で続く。

【不動産仲介】企業別賃貸仲介件数

【参考資料1】STEP1-③ デベロッパー以外のキープレイヤートレンドの分析

No.
2021年度 2022年度 2023年度

事業主 戸数 事業主 戸数 事業主 戸数

1 大東建託グループ 239,427 大東建託グループ 251,031 大東建託グループ 236,877

2 東建コーポレーション 72,300 ハウスメイトグループ 67,149 タウンハウジング 67,421

3 ハウスメイトグループ 67,399 東建コーポレーション 66,628 ハウスメイトグループ 66,338

4 タウンハウジング 61,708 タウンハウジング 65,647 東建コーポレーション 64,864

5 タイセイ・ハウジーホールディングス 48,364 タイセイ・ハウジーホールディングス 48,585 タイセイ・ハウジーホールディングス 52,303

6 リロパートナーズ 42,670 リロパートナーズ 43,040 リロパートナーズ 42,897

7 スターツグループ 36,555 スターツグループ 41,404 スターツグループ 33,148

8 常口アトム 31,579 常口アトム 31,495 常口アトム 30,947

9 ビッグ 27,219 ビッグ 27,225 ジェイ・エス・ピー 27,545

10 ジェイ・エス・ピー 25,034 ジェイ・エス・ピー 25,967 ビッグ 27,276

11 S-FIT 24,397 S-FIT 25,737 S-FIT 25,820

12 リブ・マックス 22,098 長谷ライブネット 25,692 リブ・マックス 22,053

13 長谷ライブネット 21,657 京都ライフ 20,330 京都ライフ 21,185

14 京都ライフ 20,467 Apaman Property 19,373 Apaman Property 19,038

15 Apaman Property 20,076
ハウスパートナーホール
ディングス

15,952
ハウスパートナーホール
ディングス

16,038

出 所 ） 不 動 産 流 通 推 進 セ ン タ ー ， “ 2 0 2 4 不 動 産 業 統 計 集 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 7 月 2 6 日 ） ，

h t t p s : / / w w w . r e t p c . j p / w p - c on t e n t / u p l oa d s / t ou k e i / 2 0 2 4 0 3 / 2 0 2 4 0 3 _ 2 k a i h a t s u . p d f に 基 づ き 作 成

（単位：戸）
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 賃貸集合住宅の管理受託戸数を集計した下表では、仲介会社と同様に大東建託グループが最も管理戸数が多く、

管理を受託した物件を自社で仲介するビジネススキームが確立していると推定される。

 一方で、2位以下は仲介事業を主力としていない積水ハウスグループ、スターツグループ、大和リビングが続く。

【参考資料1】STEP1-③ デベロッパー以外のキープレイヤートレンドの分析

【不動産管理】企業別賃貸集合住宅管理戸数

No.
2021年度 2022年度 2023年度

事業主 戸数 事業主 戸数 事業主 戸数

1 大東建託グループ 1,174,264 大東建託グループ 1,202,245 大東建託グループ 1,230,339

2 積水ハウスグループ 657,190 積水ハウスグループ 674,125 積水ハウスグループ 691,635

3 スターツグループ 612,953 スターツグループ 652,017 大和リビング 637,815

4 大和リビング 60,428 大和リビング 618,231 レオパレス21 561,231

5 レオパレス21 573,673 レオパレス21 567,314 東建コーポレーション 266,477

6 東建コーポレーション 255,416 東建コーポレーション 260,611 ハウスメイトグループ 243,686

7 ハウスメイトグループ 230,676 ハウスメイトグループ 237,788 東急住宅リース 129,193

8 東急住宅リース 106,879 東急住宅リース 116,619 スターツアメニティー 122,649

9 旭化成不動産レジデンス 106,094 旭化成不動産レジデンス 111,050 旭化成不動産レジデンス 116,407

10 ビレッジハウス・マネジメント 105,478 JPMC 106,943 SEIWAグループ 115,762

11 生和コーポレーション 100,620 長谷工ライブネット 106,480 リロパートナーズ 111,093

12 長谷工ライブネット 99,066 生和コーポレーション 105,199 長谷工ライブネット 109,815

13 日本管理センター 96,086 ビレッジハウス・マネジメント 104,918 JPMC 108,178

14 リロパートナーズ 94,046 タイセイ・ハウジーホールディングス 94,898 ビレッジハウス・マネジメント 105,150

15 タイセイ・ハウジーホールディングス 93,972 リロパートナーズ 94,450 タイセイ・ハウジーホールディングス 96,555

出 所 ） 不 動 産 流 通 推 進 セ ン タ ー ， “ 2 0 2 4 不 動 産 業 統 計 集 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 7 月 2 6 日 ） ，

h t t p s : / / w w w . r e t p c . j p / w p - c on t e n t / u p l oa d s / t ou k e i / 2 0 2 4 0 3 / 2 0 2 4 0 3 _ 2 k a i h a t s u . p d f に 基 づ き 作 成

（単位：戸）
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【参考資料2】STEP1-④

各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド

給湯機採用事例の詳細
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 STEP1-⑤で整理した集合住宅へのヒートポンプ給湯機設置に関する事例に関して、ZEH支援事業に採択され

た案件および各社プレスリリースから把握可能な案件について、物件詳細を以降に整理した。

各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の採用事例（1/2）

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

№ 事業者名 物件名・取組名
採択年度

（ZEH支援事業）

竣工年度※

ZEH-M
支援事業

（高層/超高層/対象外）

物件URL

1 阪急阪神不動産 ジオ神戸三宮 2023年度 高層 【公式】ジオ神戸三宮｜阪急阪神不動産がお届けする新築分譲マン
ション (8984.jp)

２ 大京/タカラレーベン東北 （仮称）盛岡菜園プロジェクト中
高層ZEH-M支援事業

2022年度 中高層 press_20220531.pdf (leben.co.jp)

３ 関電不動産開発 シエリア杜せきのした 2022年度 中高層 【公式】物件概要｜シエリア杜せきのした｜関電不動産開発の新築
分譲マンション (cielia.com)

４ 野村不動産 プラウド青葉台 2022年度 中高層 ＜公式＞プラウド青葉台｜野村不動産 -PROUD- (proud-
web.jp)

５ 関電不動産開発 シエリアタワー中之島 2022年度 超高層 【プレスリリース】シエリアタワー中之島第1期販売（HP掲載
用）.pdf (kanden-rd.co.jp)

６ 関電不動産開発 シエリア靱本町 2021年度 高層 【公式】シエリア靱本町｜関電不動産開発の分譲マンション
(cielia.com)

７ 関電不動産開発/住友不動産/
パナソニック ホームズ

シエリアタワー大阪堀江 2021年度 超高層 【公式】シエリアタワー大阪堀江｜関電不動産開発の新築分譲マン
ション (cielia.com)

８ タカラレーベン レーベン長野中御所 THE 
PEERLESS

2020年度
高層 press_20210225.pdf (leben.co.jp)

９ パナソニックホームズ/JR西日
本不動産開発

パークナード・グラン吹田SST 2020年度 高層 【公式】パークナード吹田SSTエクラ - Panasonic

１０ 大京/関電不動産開発 ライオンズ茨木総持寺ステー
ショングラン

2020年度 高層 ライオンズ茨木総持寺ステーショングラン (daikyo.co.jp)

１１ 大和エステート プレミスト西金沢ステーションフ
ロント

2019年度 高層 プレミスト西金沢ステーションフロント | 【公式】大和エステート株
式会社 (daiwaestate.jp)

https://geo.8984.jp/mansion/sannomiya/
https://geo.8984.jp/mansion/sannomiya/
https://www.leben.co.jp/pdf/news/press_20220531.pdf
https://www.cielia.com/m/morisekinoshita102/outline/
https://www.cielia.com/m/morisekinoshita102/outline/
https://www.proud-web.jp/mansion/c116390/
https://www.proud-web.jp/mansion/c116390/
https://www.kanden-rd.co.jp/pdf/%E3%80%90%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%80%91%E3%82%B7%E3%82%A8%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%82%BF%E3%83%AF%E3%83%BC%E4%B8%AD%E4%B9%8B%E5%B3%B6%E7%AC%AC1%E6%9C%9F%E8%B2%A9%E5%A3%B2%EF%BC%88HP%E6%8E%B2%E8%BC%89%E7%94%A8%EF%BC%89.pdf
https://www.kanden-rd.co.jp/pdf/%E3%80%90%E3%83%97%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%83%AA%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%82%B9%E3%80%91%E3%82%B7%E3%82%A8%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%82%BF%E3%83%AF%E3%83%BC%E4%B8%AD%E4%B9%8B%E5%B3%B6%E7%AC%AC1%E6%9C%9F%E8%B2%A9%E5%A3%B2%EF%BC%88HP%E6%8E%B2%E8%BC%89%E7%94%A8%EF%BC%89.pdf
https://www.cielia.com/m/utsubo94/
https://www.cielia.com/m/horie500/
https://www.cielia.com/m/horie500/
https://www.leben.co.jp/pdf/news/press_20210225.pdf
https://homes.panasonic.com/kyoten/city/suitasst126/
https://contact.daikyo.co.jp/KOBETSU/MF081053/gaiyo_chg.html?_gl=1*1gpg4ri*_gcl_aw*R0NMLjE3MjE5Nzk4MjcuRUFJYUlRb2JDaE1JcXZLQjNKckVod01WMUc0UEFoMGRhd1ZvRUFBWUFTQUFFZ0lMV3ZEX0J3RQ..*_gcl_au*MTUwNzA4NTE0MS4xNzIxOTc5Nzc0*_ga*MTM1NTI0NDgwNS4xNzIxOTc5Nzc0*_ga_V9HDL473LN*MTcyMTk3OTc3NC4xLjEuMTcyMTk3OTgzMi4yLjAuMA..&_bdld=sR+Yi.p3J-ynI.1721979836&_bdsid=sR+Yi.p3J%7EynI.1721979774444.1721979836&_bd_prev_page=https%3A%2F%2Flions-mansion.jp%2FMF081053%2F%3Futm_source%3Dgoogle%26utm_medium%3Dcpc%26utm_content%3D%26utm_campaign%3Dgxss_000_named%26_bdadid%3DN1DOCT.0000lmsh%26argument%3DYP7FpvCr%26dmai%3Da60cb140c65469%26gad_source%3D1%26gclid%3DEAIaIQobChMIqvKB3JrEhwMV1G4PAh0dawVoEAAYASAAEgILWvD_BwE&_bdrpf=0&_ebx=lvegb4xade.1715588538.7ws81gi
https://www.daiwaestate.jp/propertylist/b01817-000002/
https://www.daiwaestate.jp/propertylist/b01817-000002/
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各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機の採用事例(2/2）

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

№ 事業者名 物件名・取組名
採択年度

（ZEH-M支援事業）

竣工年度

ZEH-M
支援事業

（高層/超高層/対象外）

物件URL

１２ 大京・穴吹工務店 ライオンズ呉グランフォート 2018年度 高層 環境省「令和4年度 中高層ZEH-M（ゼッチ・マンション）支援事業」
大京の3事業が採択決定 | オリックス不動産 (orix-
realestate.co.jp)

１３ 三井不動産レジデンシャル・三
井ホーム

パークアクシス北千束
MOCXION

2023年度 対象外 【公式】パークアクシス北千束MOCXION｜［三井の賃貸］レジデ
ントファースト (mitsui-chintai.co.jp)

１４ 三菱地所レジデンス ザ・パークハウス
新浦安マリンヴィラ

2022年7月 対象外 ザ・パークハウス 新浦安マリンヴィラ | 三菱地所レジデンスの住ま
いのギャラリー【ザ・パークハウス】 (mecsumai.com)

１５ 三井不動産レジデンシャル・三
井都市開発

パークシティ武蔵小杉
ザ グランドウイングタワー

2013年11月 高層 三井不動産｜「パークシティ武蔵小杉ザ グランドウイングタワー」
モデルルームオープン（2012年4月28日）
(mitsuifudosan.co.jp)

１６ 三井不動産レジデンシャル、東
芝

パークホームズ大倉山 2012年9月 7階 三井不動産｜「パークホームズ大倉山」経済産業省「次世代エネル
ギー・社会システム実証事業」採択プロジェクト実証計画決定
（2011年7月13日） (mitsuifudosan.co.jp)

１７ サンヨーホームズ THE SANMAISON 表参道 2018年3月
6階

“表参道プロジェクト第二弾”『都心高級マンション』の本質を追求
した「THE SANMAISON 表参道」始動 サンヨーホームズ
(sanyohomes.co.jp)

１８ サンヨーホームズ THE SANMAISON神宮前四
丁目ELDO

2012年3月 6階 サンヨーホームズ | 日本初！各住戸太陽熱利用ヒートポンプ給湯
機マンション「ＴＨＥ ＳＡＮＭＡＩＳＯＮ 神宮前四丁目ＥＬＤＯ」を販売
(sanyohomes.co.jp)

19 長谷工コーポレーション サステナブランシェ本行徳 2023年９月
（改修）

5階 HASEKO ZERO & PLUS CHALLENGE - サステナブラン
シェ本行徳 コンセプトサイト

出 所 ） N o . 1 ～ 1 3 ： S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネル ギ ー ・ ハ ウ ス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料 、 N o . 1 4 ～ 1 8 ： 各 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 7 月 2 6 日 ） に 基 づ き 作 成

※ZEH支援事業の採択案件は採択年度、各社プレスリリースから整理した案件は竣工年度を記載。

https://www.orix-realestate.co.jp/news/2022/09/release_002261.html
https://www.orix-realestate.co.jp/news/2022/09/release_002261.html
https://www.orix-realestate.co.jp/news/2022/09/release_002261.html
https://www.mitsui-chintai.co.jp/resident/original/pax_kitasenzoku_mocxion/
https://www.mitsui-chintai.co.jp/resident/original/pax_kitasenzoku_mocxion/
https://www.mecsumai.com/quality/design/066/?cookie_disabled=1
https://www.mecsumai.com/quality/design/066/?cookie_disabled=1
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2012/0427/
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2012/0427/
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2011/0713/
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2011/0713/
https://www.mitsuifudosan.co.jp/corporate/news/2011/0713/
https://www.sanyohomes.co.jp/release/20170217.html
https://www.sanyohomes.co.jp/release/20170217.html
https://www.sanyohomes.co.jp/release/20110531.html
https://www.sanyohomes.co.jp/release/20110531.html
https://www.haseko.co.jp/sustainabranche/
https://www.haseko.co.jp/sustainabranche/
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出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料

（参考）採用事例：ジオ神戸三宮：阪急阪神不動産

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細
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（参考）採用事例：（仮称）盛岡菜園プロジェクト中高層ZEH-M支援事業：

大京/タカラレーベン東北

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：シエリア杜せきのした：関電不動産開発

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：プラウド青葉台：野村不動産

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：シエリアタワー中之島：関電不動産開発

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：シエリア靱本町：関電不動産開発

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：シエリアタワー大阪堀江：

関電不動産開発/住友不動産/パナソニックホームズ

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：レーベン長野中御所 THE PEERLESS：タカラレーベン

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：パークナード・グラン吹田SST：

パナソニックホームズ/JR西日本不動産開発

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：ライオンズ茨木総持寺ステーショングラン：

大京/関電不動産開発

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：プレミスト西金沢ステーションフロント：大和ハウス工業

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：ライオンズ呉グランフォート：大京・穴吹工務店

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） S I Iネ ッ ト ・ ゼ ロ ・ エ ネ ル ギ ー ・ ハ ウス 支 援 事 業 調 査 発 表 会 資 料
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（参考）採用事例：サステナブランシェ本行徳：長谷工コーポレーション

【参考資料2】STEP1-④ 各事業者におけるヒートポンプ給湯機・ハイブリッド給湯機採用事例の詳細

出 所 ） 長 谷 工 コ ー ポレー シ ョ ン ， “ H A S E K O  Z E R O  &  P L U S  CH A L L E N G E  -  サ ス テ ナ ブ ラ ン シ ェ 本 行 徳 コ ン セ プ ト サ イ ト ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 1 0 月 4 日 ）

h t t p s : / / w w w . h a s e k o . c o . j p / s u s t a i n a b r a n c h e /
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【参考資料3】STEP1-④

主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組
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主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組（1/2）

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

主要
デベロッパー

脱炭素化に係る方針・計画
集合住宅・給湯器等に係る取組

方針・計画の公表有無 設定目標

三井不動産
レジデンシャル
（三井不動産
グループ）

• 三井不動産グループ：脱炭素社会実現に
向けたグループ行動計画（2021年）

• 三井不動産レジデンシャル：カーボンニュー
トラルデザイン推進計画（2022年）

• グループ全体の温室効果ガス排出量
（Scope1、2、３）を2030年度までに
40%削減（2019年度比）

• 2050年度までにネットゼロ
• グループ内全新規物件でZEB/ZEH水準

の環境性能を実現

• 三井不動産レジデンシャル：2030年度に
中高層全棟ZEH-Mを目標

野村不動産
• 野村不動産グループ：サステナビリティ

ポリシー（2022年4月）

• 2030年までにグループ全体のGHG排
出（Scope1、2および3（カテゴリ1・
11））を35％削減（2019年度比）

• 2050年までにカーボンニュートラルを
達成

• 2023年度以降着工予定の全分譲集合住
宅において原則ZEH-M Oriented水準
以上を確保

住友不動産 • ESGレポート（2024年4月更新）
• 2030年までにグループ全体のCO2排

出量（Scope1、2、３）を50％削減
（2014年比）

• 2021年10月以降設計、開発するすべて
の分譲集合住宅のZEH-M Oriented
標準仕様化

三菱地所
レジデンス

• 三菱地所グループ：サステナビリティレポー
ト（2023年）

• 三菱地所レジデンス：CO2排出量削減戦略
（2022年）

• 2030年までにグループ全体として
Scope1、2のGHG排出量を70％、
Scope3のGHG排出量を50％削減
（2019年度比）

• 三菱地所レジデンスとしてCO2排出量を
2030年までに50％削減（2019年比）

• 2025年以降の全集合住宅物件をZEH-
M Oriented化

• 全分譲/賃貸集合住宅物件の電力を非化
石化

• 太陽光パネルの採用を推進

 先行事業者と考えられる各社の脱炭素化に係る計画や方針、うち集合住宅・給湯器に係る取組を下表に整理。

 いずれの事業者も2030年度のGHG排出量等の削減目標を設定し、集合住宅に関してはZEH-M Oriented以上の標準化を

掲げるが、その強度（削減率、達成時期）は各社によって多少異なる。また関電不動産開発では全物件のオール電化も掲げている。

出 所 ） 各 社 ウェ ブ サ イ ト 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レ ポー ト 等 に 基 づ き 作 成
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主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組（2/2）

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

主要
デベロッパー

脱炭素化に係る方針・計画
集合住宅・給湯器等に係る取組

方針・計画の公表有無 設定目標

大和ハウス工業

• 大和ハウスグループ：環境長期ビジョン
“Challenge ZERO 2055”（2016年）

• 大和ハウスグループ：環境行動計画（エンド
レスグリーンプログラム）(2022年）

• 2030年度までに事業活動に伴うGHG
排出量を70％削減（2015年度比）

• 2030年度までに新築建築物における
居住・使用段階のGHG排出総量を63%
削減（2015年度比）

• 2030年度までに原則として全新築住
宅・建築物をZEH・ZEB化、全棟太陽光
発電を採用

• 2030年度ZEH-M率（賃貸・分譲住宅）
を原則100%達成

• すべての新築分譲集合住宅「プレミスト」
においてZEH-M仕様を採用

タカラレーベン
（MIRARTH
グループ）

• カーボンニュートラル実現に向けた目標
（2023年）

• グループ全体のGHG排出量（Scope1、
2、３）を2030年度までに45%削減
（2022年度比）

• 2050年度までにネットゼロ達成

• 「環境に配慮した建物と空間の提供」とい
うグループ方針に即して環境認証の取得
を推進（具体的な行動目標は未公表）

大京
（オリックス
グループ）

• オリックスグループ サステナビリティポリ
シー（2024年2月最終改定）

• 2030年3月期までにグループGHG排
出量を実質的に50%削減（2020年度
比）

• 2050年3月期までにグループGHG排
出量を実質的にゼロ

• 分譲集合住宅開発では、ZEH-M 
Oriented仕様を基本とする

関電不動産開発 • ゼロカーボンロードマップ（2023年3月）
• 関電不動産開発のGHG排出(Scope1、

2、3)を2030年度までに37.8％削減
（2021年度比）

• 新規に開発する全新規物件でZEH-
Oriented基準以上の環境性能を実現

• 全物件をオール電化

長谷工
コーポレーション

• 長谷工グループ気候変動対応方針
「HASEKO ZERO-Emission」（2021
年）

• CO2排出量削減目標として、2030年度
までにScope1・2を42%削減、
Scope3を13%削減（2020年度比）

• 2050年度までにScope1・2を100％
削減、Scope3を37%削減（2020年度
比）

• 2022年度以降に設計着手する全ての
分譲・自社保有賃貸集合住宅について
ZEH-Oriented基準を満たす

出 所 ） 各 社 ウェ ブ サ イ ト 、 サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レ ポー ト 等 に 基 づ き 作 成
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出 所 ） 三 井 不 動 産 ， “ 脱 炭 素 社 会 実 現 に 向 け た グ ル ー プ 行 動 計 画 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 8 日 ） ,

h t t p s : / / w w w . m i t s u i f u d os a n . c o . j p / e s g _ c s r / c a r b on _ n e u t r a l / p d f / c a r b on _ n e u t r a l . p d f

 三井不動産グループでは脱炭素社会実現に向けたグループ行動計画を2021年に公表。「グループ全体の温室

効果ガス排出量を2030年度までに40%削減（2019年度比）、2050年度までにネットゼロ」を目標に設定。

 下図の行動計画①「新築・既存物件における環境性能向上」にて、全新規物件でのZEB/ZEH水準の環境性能を

実現、三井不動産レジデンシャルとしては2030年度に中高層：全棟ZEH-M、戸建：全戸ZEHを目指す。

三井不動産グループ：脱炭素社会実現に向けたグループ行動計画

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組
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出 所 ） 三 井 不 動 産 レジ デン シ ャ ル ， “ す ま い と く ら し の 脱 炭 素 実 現 に 向 け た 「 カ ー ボン ニ ュ ー ト ラ ル デ ザ イ ン ※ 1 推 進 計 画 」 を 策 定 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 8 日 ）

h t t p s : / / w w w . m f r . c o . j p / c on t e n t / d a m / m f r c o j p / c o m p a n y/ n e w s / 2 0 2 2 / 0 3 1 5 _ 0 1 . p d f

 前頁のグループ行動計画を受けて、三井不動産レジデンシャルでは、すまいとくらしの脱炭素実現に向けた「カー

ボンニュートラルデザイン推進計画」を策定し、2022年3月に公表。

三井不動産レジデンシャル：カーボンニュートラルデザイン推進計画

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

※2：分譲集合住宅・賃貸集合住宅は ZEH-M Oriented以上、シニアレジデンスはZEB Oriented以上の水準を指す

(一部物件を除く)。

同社における具体的な取組事例（抜粋）

 三井ホーム「MOCXION」で企画中の「（仮称）大
田区北千束二丁目計画」木造カーボンゼロ賃貸
マンションの実現を目指す。
その他、賃貸マンションにZEH・実質再生可能エ
ネルギーの採用、環境認証取得を推進。
※再エネ一括受電、ヒートポンプ給湯機採用オー
ル電化住宅

 「デマンドレスポンス型料金メニューと実質再生
可能エネルギーによる高圧一括受電」住宅業界
初の標準採用：
省エネルギー貢献に応じた特典の提供で、お客
様の省エネルギー行動を応援。2022年度設計
開始の首都圏分譲マンションから順次導入。

 国内最大規模のZEH分譲マンション「（仮称）港
区三田一丁目計画」：
実質再生可能エネルギー100％導入。カーボン
ニュートラルガスによるオンサイト発電でレジリ
エンスを強化。
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出 所 ） 野 村 不 動 産 ,  “ サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レポー ト 2 0 2 3 ” ( 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 9 日 ) ,

      h t t p s : / / w w w . n om u r a - r e - h d . c o . j p / s u s t a i n a b i l i t y / d ow n l oa d / p d f / 2 0 2 3 / n om u r a _ r e _ h d _ s u s t a i n a b i l i t y _ 2 0 2 3 . p d f

 気候変動と自然環境の分野について3つの重点課題を特定し、それぞれについてKPIを設定。

- 「脱炭素」については、2030年度までに2019年度比CO2排出量（Scope1～3）を35％削減を目指す。

 上記目標達成に向けて、新築集合住宅については、「省エネルギー」の取組を主に推進。2023年度以降に着工

予定の全分譲集合住宅についてZEH-M Oriented仕様以上を標準としている。

野村不動産：サステナビリティレポート2023”気候変動と自然環境”

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

脱炭素における事業推進の方針の
記載内容（抜粋）

• 全体方針のもと、気候変動課題
解決のため、当社グループの開
発建物における「省エネルギー」
「事業の低炭素化」「再生可能エ
ネルギー転換」の推進による
CO2総排出量の削減をサプライ
チェーン全体で推進していきま
す。

• 2023年度以降に着工予定の分
譲マンションの開発では、ZEH-
M Oriented仕様以上で設計を
進めており、さらなる断熱性能の
向上や高効率機器の導入など環
境負荷軽減に貢献していく方針
です。



77

出 所 ） 住 友 不 動 産 ,  “ E S G レポー ト 環 境 ” (閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 9 日 ) ,  h t t p s : / / w w w . s u m i t om o- r d . c o . j p / u p l oa d s / e s g _ r e p or t _ e n v i r on m e n t . p d f

 気候変動対策として、2030年度までにCO2削減量（Scope1～3）を2014年度比50％削減するとの目標を

設定しており、その達成に向けて、3つの施策の実行を掲げる。

 分譲集合住宅では、2021年10月以降に設計・開発する物件において、ZEH-M Oriented標準化と高効率設

備の導入を推進。

住友不動産：ESGレポート

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

分譲集合住宅における取組

• 2021年10月以降に設計・開発
するすべての新築分譲集合住宅
においてZEH-M Orientedを
標準化。

• 分譲集合住宅事業では、以下の
設備などにより建物の省エネ性
能を高め、地球温暖化抑止に貢
献。
（Low-Eペアガラス、全熱交換システ
ム、電気自動車用充電器、潜熱回収型
ガス給湯器、ヒートポンプシステム、屋
上緑化、サーモバス、太陽光発電シス
テム、スマートメーター）
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出 所 ） 三 菱 地 所 レジ デン ス ,  “ 三 菱 地 所 レジ デン ス CO 2 排 出 量 削 減 戦 略 ” ( 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 9 日 ) ,  h t t p s : / / w w w . m e c - r . c om / n e w s / 2 0 2 2 / 2 0 2 2 _ 0 1 1 2 _ 0 2 . p d f

 2030年までの2019年比50％削減目標の達成に向けて、集合住宅開発では太陽光発電の採用と電力の非化

石化、ZEH-M Orientedの標準化を推進。

- 2010年より40戸以上の新築分譲集合住宅において展開されている高圧一括受電と太陽光パネルを組み合わせた創エネシス

テム「soleco」を新築賃貸集合住宅および小規模新築分譲集合住宅にも展開。

- 2030年までにすべての新築分譲/賃貸集合住宅について全電力を非化石証書付き電力の高圧一括受電契約にすることにより、

非化石化。

- 2025年以降に販売・賃貸募集開始する新築分譲/賃貸集合住宅についてZEH-M Oriented水準以上を標準化。

三菱地所レジデンス：CO2排出量削減戦略

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組



79

出 所 ） 大 和 ハ ウス 工 業 ， “ 大 和 ハ ウ ス グ ル ー プ サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レポー ト 2 0 2 4 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 8 日 ） ,  

h t t p s : / / w w w . d a i w a h ou s e . c o . j p / s u s t a i n a b l e / c s r / p d f s / 2 0 2 4 / S u s t a i n a b i l i t y _ A l l . p d f

 大和ハウス工業では環境長期ビジョンを2016年度に策定し、重要目標7項目を「チャレンジ・ゼロ」として設定。

2030年のマイルストーン、2050年のゴールをそれぞれ明確化。

大和ハウス工業：環境長期ビジョン“Challenge ZERO 2055”

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組
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出 所 ） 大 和 ハ ウス 工 業 ， “ 大 和 ハ ウ ス グ ル ー プ サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レポー ト 2 0 2 4 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 8 日 ） ,  

h t t p s : / / w w w . d a i w a h ou s e . c o . j p / s u s t a i n a b l e / c s r / p d f s / 2 0 2 4 / S u s t a i n a b i l i t y _ A l l . p d f

 集合住宅開発に係る重要項目は、主に「まちづくりにおけるCO2のチャレンジ・ゼロ」が該当。

 賃貸集合住宅・分譲集合住宅のZEH-M率を2030年度に原則100％とし、太陽光発電も積極的に採用を推進。

- 賃貸集合住宅では、2022年10月にZEH-M対応賃貸集合住宅商品「TORSIA」を発売。

建物全体の高断熱化、高効率給湯器等省エネ設備の導入を通じてZEH-M Oriented以上を実現。

- 2023年度の賃貸集合住宅のZEH-M率は48.7％（前年度比34.5％増）。

- 新築分譲集合住宅「プレミスト」ではZEH-M率100%を達成、グループ全体では90.5％（前年度比23%増）。

大和ハウス工業：エンドレスグリーンプログラム2026

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組
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出 所 ） オリ ッ クス ， “ 統 合 報 告 書 2 0 2 3 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 8 日 ） ,  h t t p s : / / w w w . o r i x . c o . j p / g r p / p d f / c om p a n y/ i r / l i b r a r y / a n n u a l _ r e p or t / A R 2 0 2 3 J . p d f

 オリックスグループでは2019年に10セグメントに共通する事項としてサステナビリティポリシーを策定。

（大京は不動産セグメントに分類）ESG関連の重要目標として7項目を設定し進捗状況を公表している。

 不動産セグメントでは、分譲集合住宅開発でZEH-M Orientedを基本仕様と設定。

大京（オリックスグループ）：サステナビリティポリシー

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

不動産セグメントにおける
事業推進の方針

安全・安心・快適性を第一に、
環境に配慮して脱炭素化を実
現すること、地域と共生する
ことを事業推進における方針
とします。サステナビリティの
観点を取り入れた商品やサー
ビスを提供し、サステナブル
な社会の実現を目指します。

• 分譲集合住宅の開発では、
ZEH-M Oriented仕様
を基本とし、物件のエネル
ギー消費量の削減を進めま
す。
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出 所 ） 関 電 不 動 産 開 発 , ” サ ス テ ナ ビ リ テ ィ レ ポー ト 2 0 2 3 ” （ 閲 覧 日 2 0 2 4 年 8 月 2 9 日 ） ,  h t t p s : / / w w w . k a n d e n - r d . c o . j p / s u s t a i n a b i l i t y / p d f / s u s t a i n a b i l i t y _ r e p oa t . p d f

 2023年にゼロカーボンロードマップを策定。ゼロカーボン社会の実現に向けて3つの行動指針を示す。

 集合住宅については、「０１ オール電化×CO2フリー電気」や「０２ 高い省エネルギー性能」において、ZEH-M

Orientedの標準化やオール電化住宅の推進が掲げられている。

関電不動産開発：ゼロカーボンロードマップ

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

※分譲集合住宅・賃貸集合住宅は ZEH-M Oriented以上の水準を指す(一部物件を除く)。

同社における集合住宅についての具体的な取組事例（抜粋）

０１ オール電化×CO2フリー電気
 新規開発物件には、EV充電器を設置予定。

高圧一括受電のオール電化マンションにおけるEV充電デマンド
制御システム「e-STAND」を開発。一部新築マンションに導入予
定。太陽光発電の設置も推進。

０２ 高い省エネルギー性能
 「シエリアタワー大阪堀江」では、オール電化で国内初「超高層

ZEH-M実証事業」に採択。
その他、新築分譲/賃貸マンションにZEH-M Oriented以上の
水準を標準化、オール電化、CO2フリー電力の供給、環境認証取
得を推進



83

出 所 ） M IR A R T H ホ ー ル ディ ン グ ス 株 式 会 社 ， “ S u s t a i n a b i l i t y R e p or t  2 0 2 4 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 8 日 ） ，

h t t p s : / / m i r a r t h . c o . j p / p d f / s u s t a i n a b i l i t y / b ook l e t / 2 0 2 4 / m i r a r t h _ s u s t a i n a b i l i t y _ 2 0 2 4 . p d f

 タカラレーベンが属するMIRARTHホールディングスでは、2023年3月に中長期目標としてグループ全体の

GHG排出量を2030年度までに45%削減（2022年度比）、2050年度までにネットゼロを達成目標に設定。

タカラレーベン（MIRARTH HD)：CN実現に向けた目標

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組
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 グループにおけるサステナビリティ重要テーマのうち、環境では具体的KPIを7項目設け、当年度の実現目標を

公表。

 集合住宅に係る定性目標・取組では、新築分譲集合住宅事業における再エネ活用の推進を目標としている他、

ZEHマンションの供給やCASBEE建築（新築）の取得を推進。

タカラレーベン（MIRARTH HD)：重要課題と実現目標

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組

賃貸マンション「LUXENA用賀」

• 建築環境総合性能評価システム「CASBEE－
建築（新築）」においてAランク認証を取得。

• 共用部冷暖房に地中熱ヒートポンプを採用。
• 専有部に「熱交換型換気システム」を採用。

出 所 ） M IR A R T H ホ ー ル ディ ン グ ス 株 式 会 社 ， “ S u s t a i n a b i l i t y R e p or t  2 0 2 4 ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 8 月 2 8 日 ） ，

h t t p s : / / m i r a r t h . c o . j p / p d f / s u s t a i n a b i l i t y / b ook l e t / 2 0 2 4 / m i r a r t h _ s u s t a i n a b i l i t y _ 2 0 2 4 . p d f
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出 所 ） 長 谷 工 コ ー ポレー シ ョ ン ， “ 長 谷 工 グ ル ー プ の 気 候 変 動 対 応 ～ H A S E K O  Z E R O - E m i s s i on  ～ ” （ 閲 覧 日 ： 2 0 2 4 年 1 0 月 4 日 ） ，

h t t p s : / / w w w . h a s e k o . c o . j p / h c / c s r / e n v i r on m e n t / c l i m a t e . h t m l

長谷工コーポレーション：CO2排出量削減ロードマップ

 長谷工コーポレーションではCO2排出削減計画として2030年度・2050年度までのロードマップを公表。

 CO2削減目標として2030年度にScope1・2を42%削減、Scope3を13%削減(2020年度比）、2050

年度にScope1・2を100％削減、Scope3を37％削減（2020年度比）を掲げている。

 具体的な行動計画としては、2022年度以降に設計着手した自社グループ主体の開発集合住宅（分譲・賃貸）に

ついてZEH-M Orientedを標準化、2030年度には100%達成を目標として設定している。

【参考資料3】STEP1-④ 主要デベロッパーの脱炭素化に係る方針・取組
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